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要  旨 
 

過去に巨大噴火を起こしたいくつかの火山について、地質学及び岩石学的調査・研究を

行い、噴火の準備段階から噴火に至るまでの、火山活動の変遷と噴出物の組成変化を調べ

ることによりマグマの蓄積過程を推定した。先カルデラ期からカルデラ形成期への火山活

動の変遷や組成の変化はいくつかのバリエーションがあるが、マグマの蓄積過程や物理化

学的条件の変遷から巨大噴火を起こす火山では、大規模なマグマ溜まりを地表から 4～10 

km 程度の深さに形成することが示唆された。さらに、マグマ溜まりは単一とは限らず、複

数のマグマ溜まりが生成し、何らかのトリガーでこれらが混合する、又は各マグマ溜まり

が同時に噴出することが示唆された。 

また、広域な火山性地殻変動が生じている姶良カルデラ火山における地球物理学的調

査・研究により、変動力源と推定されるマグマ溜まりの深度が 15 km（±2 km）でその体

積は 64～125 km3 と推定された。そして、このマグマ溜まりの変化を捉えることを目的と

した反射法地震探査を実施し、地殻変動とマグマ溜まりの関係を明らかにしつつある。 

さらに、地球化学的調査・研究では、活動的なカルデラ火山の深部流体中の C/Cl 比、希

土類元素のパターン及び 36Cl/Cl 比を組み合わせてマグマ起源物質を判別し、地下のマグマ

の状態を推定する手法の検討を進めている。 

現時点で得られている知見を基に、巨大噴火のマグマプロセスと噴火に至るシナリオ、

姶良カルデラを事例とした現状評価の考え方及び単成火山群の活動評価の考え方を提案し

た。 

本研究では、地質学的手法による火山噴火準備及び進展過程に関する調査・研究のうち

洞爺の一部の調査、姶良及び阿蘇の調査、岩石学的手法によるマグマプロセスに関する調

査・研究のうち洞爺、姶良、阿蘇及び鬼界の調査、十和田の一部の調査並びに地球物理及

び地球化学的手法による観測手法に関する調査・研究を、産業技術総合研究所（AIST）、京

都大学防災研究所（DPRI）及び茨城大学への委託事業として実施している。 
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Abstract 

 

In this study, geological and petrological studies are conducted on several volcanoes that 

experienced large eruptions in the past, and the magma accumulation process was estimated by 

examining transitions in the volcanic activity and compositional changes in the eruption products 

occurring between the preparation stage and eruption. Several variations were noted in the evolution of 

these two parameters between the pre-caldera and the caldera-forming stages. The accumulation process 

of the magma and the evolution of the physicochemical conditions suggest that volcanoes with large 

eruptions formed large magma chambers at depths of 4 km to 10 km below the surface. In addition, it is 

suggested that rather than only a single magma chamber, multiple magma chambers were formed that 

were either mixed by triggers or erupted simultaneously. 

Geophysical survey revealed that the magma reservoir of the Aira caldera volcano, which has 

experienced widespread volcanic crustal deformation, is about 15 km (±2 km) deep and 64–125 km3 in 

volume. In addition, seismic reflection survey revealed inflation in the magma reservoir, which clarifies 

the relationship between the crustal deformation and the reservoir. 

Further, on the basis of these results combined with those in the literature, we investigate a 

method for estimating the state of the magma in the subsurface by discriminating magma-derived 

materials from a combination of C/Cl ratios, rare earth element patterns, and 36Cl/Cl ratios in the deep 

fluids of active caldera volcanoes. 

Finally, we propose magmatic processes and eruption scenarios for large eruptions, and we 

develop a conceptual approach for evaluating the activities of monogenetic volcanoes using the current 

conditions of Aira Caldera as a case study. 

Geological investigation in part of Toya, Aira and Aso caldera volcanoes are being conducted 

by AIST and Ibaraki Univ. under the auspices of the Nuclear Regulation Authority. Petrological 
investigation in part of Towada, Toya, Aira, Aso and Kikai caldera volcanoes are being conducted by 

AIST. under the auspices of the Nuclear Regulation Authority. Geophysical and geochemical studies 

are being conducted by AIST and DPRI under the auspices of the Nuclear Regulation Authority. 
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略 語 表 

 
AIST National Institute of Advanced Industrial Science and Technology（国立研究開発法

人産業技術総合研究所） 

Amph Amphibole（角閃石） 

calyrBP  calendar year Before Present（AD1950 年から遡った暦年数） 

Cpx  Clinopyroxene（単斜輝石） 

Cum  Cummingtonite（カミングトン閃石） 

DMM  Depleted MORB Mantle（枯渇マントル） 

DOE  United States Department of Energy（米国エネルギー省） 

DPRI  Disaster Prevention Research Institute（京都大学防災研究所） 

DRE  Dense Rock Equivalent（噴出前の地下のマグマの状態に換算した体積） 

EDS  Energy Dispersive X-ray Spectroscopy（エネルギー分散型 X 線分析装置） 
FE  Field Emission（電界電子放出） 
GNSS  Global Navigation Satellite System（全球測位衛星システム） 
Hbl  Hornblende（普通角閃石） 
HFS  High Field Strength（電荷の大きな液相濃集元素） 

ICP-MS  Inductively Coupled Plasma Mass Spectrometry（誘導プラズマ質量分析計） 

Ilm  Ilmenite（チタン鉄鉱） 

ka  kilo annum（現代から千年前を表す単位） 

LIL  Large Ion Lithophile（イオン半径の大きな液相濃集元素） 

Ma  Million annum（現代から百万年前を表す単位） 

MT  Magnetotelluric（地磁気地電流） 

Mt  Magnetite（磁鉄鉱） 

NUMO  Nuclear Waste Management Organization of Japan（原子力発電環境整備機構） 

SIMS  Secondary Ion Mass Spectrometry（二次イオン質量分析） 

Opx  Orthopyroxene（直方輝石） 

Pl  Plagioclase（斜長石） 

Qtz  Quartz（石英） 

REE  Rare Earth Element（希土類元素） 

RMS  Root Mean Square（二乗平均平方根） 
SEM  Scanning Electron Microscope（走査型電子顕微鏡） 
VEI  Volcanic Explosivity Index（火山爆発指数） 
XRF  X-Ray Fluorescence（蛍光 X 線分析装置）  
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用語の定義 

 
以下は本報告における用語の定義であり、一般に用いられる用語とは若干定義の異なる部分が

ある場合があります。 
 
液相濃集元素 鉱物の集合体である岩石の部分溶融作用によるマグマ発生やマグマ

からの結晶化作用において、固相（鉱物相）ではなく液相に入りやす

いもしくは残りやすい元素。イオン半径の大きな元素（Sr, Ba 等）や

電荷の大きい元素（Y, Nb, Pb, La, Nd, Yb 等）がこれにあたる。 

階段ダイヤグラム 横軸に噴出年代、縦軸に累積噴出量をとり、対象とする火山の噴火履

歴をまとめたもの。 

火山爆発指数 火山の爆発規模を噴出量によって 0（0.00001km3 未満）から 8

（1,000km3 以上）の段階で区分した指標。 

14C 年代測定法 動植物の遺骸に含まれる 14C 量を用いて、動植物が死んだ年代を測定

する手法。生きている動植物中の 14C 量は一定であるが死後は約 5730

年の半減期で減少していく性質を利用し、約 5 万年前から現代まで

の年代測定が可能である。ただし、測定年代には実年代との隔たりが

あるため、1950 年を基準年とした暦年較正を行う必要がある。 

ガラス包有物 マグマから鉱物が成長する際、鉱物中に取り残されたマグマが結晶

化せずにガラス化したもの。鉱物が割れずに残っている場合かつ固

化前に発泡しなかった場合、ガラスは結晶成長時のマグマの状態を

保持しているとみなせる。 

カルデラ 火山の噴火によって形成された鍋型の凹地形。一般的に直径 2 km 以

上のものを指す。 

揮発性成分 マグマ中に含まれる成分のうち、特に蒸気圧の高い成分の総称。一般

的には水が最も多く、次いで二酸化炭素が多い。 

巨大噴火 噴出量が数十 km3 以上かつ大型のカルデラを形成した噴火。 

苦鉄質 ケイ酸塩鉱物や岩石において、SiO2 含有量の少ない性質。 

珪長質 ケイ酸塩鉱物や岩石において、SiO2 含有量の多い性質。 

co-ignimbrite ash 火砕流が発生した際に、本流とは別に上空に舞い上がった火山灰。細

粒粒子からなるため長時間降下することなく上空に滞留し、大規模

火砕流の場合には地球を数周することもある。 

後カルデラ火山 カルデラが形成された後、カルデラ内に新たに形成された火山。 

古地磁気方位測定 岩石や堆積物に対して試料が保持する残留磁化を実験室で測定し、そ

の方向から試料採取地点での過去の地球磁場方位を推定するための

測定技術のこと。 
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差応力 地殻内の応力場に互いに直交する主応力軸を配置したときに、最大

主応力から最小主応力を差し引いた値。 

地震波トモグラフィ 地震波の伝搬時間を用いて、地球内部の３次元速度構造を求める手法

のこと。 
深部流体 地下深部から上昇する、天水を起源としない地下水やガス等の流体。 

大規模噴火 噴出量が 1 km3 以上の噴火。 

地磁気永年変化 絶え間なく発生している地磁気の変動のうち、数年から数千年程度

の時間スケールでの生じる規模の磁場変動。地磁気の逆転よりも少

し変動幅が小さい。 

地質温度計 特定の鉱物において、鉱物が晶出や相転移をする際の化学組成が温

度と相関があることを利用し、鉱物の化学組成から鉱物晶出時の温

度を推定する手法。 

中央粒径 各粒径の重量比を細粒側ないし粗粒側から順に積算した際に、中央

値である 50 wt.%に到達するときの粒径。 

ネットワーク MT 法 メタリック通信回線を用いて長基線での電位差を計測する MT 観測

方法のこと。通常の MT 法観測に比べ、数 km～数１０km にも及ぶ

長基線長での観測が可能となるため、表層付近の不均質な成分の影響

を取り除くことができ、また、波長の長い成分を観測できるため、探

査領域が通常の観測方法に比べて深部までのデータを得ることがで

きる。 
部分溶融度 マントルや地殻が溶融しマグマを生成する際に、全体が一様に溶け

るのではなく、溶けやすい化学成分だけが選択的（部分的）に溶融し

ている状態の溶融程度。部分溶融度の低いマグマは液相濃集元素に

富み、部分溶融度の高いマグマは固相濃集元素まで溶け込むため液

相濃集元素の比率が低下する。 

変動力源 地殻変動が発生する際に、その変動の発生源と推定されるもの。 

放射非平衡 鉱物等に放射性元素が取り込まれる際に分配が生じると、取り込ま

れた放射性元素と放射壊変で生成する娘核種との間で非平衡が生じ

る。この非平衡は半減期の約 5 倍の時間で放射平衡に達する。 
茂木モデル 地殻を半無限の弾性体と仮定し、地殻変動（垂直変位および水平変位）

から変動力源の場所を推定するモデル。なお当該モデルでは数学的な

解を得るため、変動力源の半径は深さよりも小さくなると仮定してい

る。 
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1. 序論 

1.1 背景 

これまでに、過去に長期の休止期間があり大規模噴火を起こした火山の活動評価手法を整備

するための知見や国内外の巨大噴火を起こした火山の噴火直前のマグマ溜まりの深度、当該深

度領域の地下構造を探査する手法について知見が蓄積されつつある。一方、巨大噴火を起こす

ソースとなる巨大なマグマ溜まり生成のプロセスやマグマが蓄積する時間的なスケールにつ

いての知見は海外の研究事例が基本となっている。 

 

1.2 目的 

本研究プロジェクトでは、巨大噴火を起こした火山を中心に、過去の大規模噴火に至るまで

の準備・開始プロセスとして巨大噴火に至るまでの詳細な活動履歴や噴火シーケンス、マグマ

の変遷についての知見を基に、過去に巨大噴火を起こしたカルデラ火山の長期的な活動を評価

するとともにマグマ・火山活動に関するデータを蓄積すること、国内の活動的なカルデラ火山

の地下構造やマグマ活動に伴う種々の事象を観測し、火山活動を捉えるための観測項目及びそ

れらの関係についての考え方の整理・提案を行うことを目的としている。 

(1) 地質学的手法による火山噴火準備及び進展過程に関する調査・研究 

過去の火山活動に関する詳細な噴火履歴を調べるため、噴出物の分布や層序を地質調査やボ

ーリング調査から詳細に解析し、噴火進展プロセス等の火山の特性について知見を蓄積する。

また、降灰時の火山灰の空間密度、凝集効果と粒径に関する特性を地質調査や観測から詳細に

解析し、降灰時のプロセス等の知見を蓄積する。 

(2) 岩石学的手法によるマグマプロセスに関する調査・研究 

過去に大規模な噴火（カルデラ形成噴火）をした火山が噴火に至るまでのマグマプロセスを

解明するための岩石学的な調査として、マグマの温度・圧力条件や組成の変化からマグマの時

空間変化を調べ、噴火の準備段階におけるマグマ状態の変化（深さ、滞留時間）に関する知見

を蓄積する。 

(3) 地球物理及び地球化学的手法による観測手法に関する調査・研究 

地球物理及び地球化学的手法に基づくカルデラ火山の観測手法に関する知見を蓄積する。具

体的には、地震波トモグラフィやネットワーク MT 法による地球物理学的手法と、深部流体等

の分析手法に基づく地球化学的手法に関する調査・研究を実施し、カルデラ火山の観測に有効

な探査手法に関する知見を蓄積する。また、地表で観測される地殻変動からマグマの状態変化

を評価するためのシミュレーションモデルを構築する。さらに、海底下や湖底下の地下構造を

観測する手法、地殻変動を観測する手法を確立する。 

(4) 観測項目の検討及びそれらの関係についての考え方の検討 

上記の(1)～(3)の知見に基づいて、過去に巨大噴火を起こしたカルデラ火山の長期的な活動

を評価するとともに観測項目の検討及びそれらの関係についての考え方の検討を行う。 
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1.3 全体行程 

本研究は平成 31 年度から令和 5 年度にかけて、大規模噴火プロセス等の知見の蓄積に係る

研究を実施するものであり、令和 2 年度までに得られた成果を本報告書にまとめる。全体行程

を図 1.3.1 に示す。図 1.3.1 のうち、以下の項目の一部を、産業技術総合研究所（AIST）、京

都大学防災研究所（DPRI）及び茨城大学への委託事業として実施している。 

 地質学的手法による火山噴火準備及び進展過程に関する調査・研究のうち、洞爺の一部

の調査、姶良及び阿蘇の調査 

 岩石学的手法によるマグマプロセスに関する調査・研究のうち、洞爺、姶良、阿蘇及び

鬼界の調査、十和田の一部の調査 

 地球物理及び地球化学的手法による観測手法に関する調査・研究 

 

 

 

 

 

  

年度 
平成 31 

令和 1 
令和 2 令和 3 令和 4 令和 5 

1. 地質学的手法による火山噴火準備

及び進展過程に関する調査・研究 

1.1 大規模噴火の噴火準備・進展過

程に関する調査・研究 

1.2 降灰プロセス等に関する地質

調査及び観測 

2. 岩石学的手法によるマグマプロセ

スに関する調査・研究 

3. 地球物理及び地球化学的手法によ

る観測手法に関する調査・研究 

3.1 カルデラ火山の地下構造調査 

3.2 火山性地殻変動とマグマ活動

に関する調査 

3.3 カルデラ火山の地球化学的調

査 

4. 観測項目の検討及びそれらの関係

についての考え方の検討 

     

図 1.3.1 全体行程 

 

 

 

 

 
 

 

Figure 1.3.1 Schedule of the research project 
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2. 本論 

本研究プロジェクトの研究は、「原子力規制委員会における安全研究の基本方針」（平成28年

7月6日原子力規制委員会決定）における安全研究の目的のうち、① 規制基準等の整備に活用

するための知見の収集・整備の分類に基づき実施するものである。 

本研究プロジェクトの研究は、平成31年度以降の実施方針（平成30年7月18日原子力規制委

員会決定）における中長期的課題として、過去に大規模噴火を起こした火山を対象に、マグマ

溜まりの深さやマグマ滞留時間等の噴火に至る準備過程に関する知見の蓄積等を行う（課題

A−1−4）ことが承認されている。本プロジェクトでは、火山噴出物の物質科学的な調査、地球

物理学的及び地球化学的調査等、最新の調査手法に基づく火山活動に起因する事象に関する知

見を蓄積するため、以下に記す2.1～2.3の項目について調査・研究を行っている。2.1～2.2では、

巨大噴火を起こした火山（阿蘇、洞爺、姶良、鬼界、十和田）について、巨大噴火の準備・開

始プロセスに関する調査・研究として、過去の巨大噴火及びその前後の火山噴出物の層序や岩

石学的な調査を行っている。2.3では、火山活動を観測するための調査・研究として、地震波ト

モグラフィやMT法を用いたカルデラ火山の地下構造の調査、カルデラ火山周辺の地殻変動調

査、地下水等の深部流体の調査を行っている。そして、得られた知見に基づいて、2.4で過去に

巨大噴火を起こしたカルデラ火山の長期的な活動を評価するとともにマグマ・火山活動に関す

る知見を基に、火山活動を捉えるための観測項目の検討及びそれらの関係についての考え方の

検討を行う。 

 

2.1 地質学的手法による火山噴火準備及び進展過程に関する調査・研究 

本調査・研究では、噴出物の分布や層序、産出状況を地質調査等から詳細に解析したうえで、

過去の火山活動に関する詳細な噴火履歴を復元し、巨大噴火に至る長期的なマグマシステムの

発達や、巨大噴火自体の推移及びその時間スケールを制約するための知見を蓄積する。また、

降灰時の火山灰の空間密度、凝集効果と粒径に関する特性を地質調査や観測から詳細に解析し、

降灰時のプロセス等の知見を蓄積する。 

本調査・研究では、平成 30 年度までの調査結果を踏まえて、過去に巨大噴火が発生し、か

つ現時点において地球物理観測データが比較的充実している姶良、阿蘇カルデラを中心に洞

爺・支笏火山エリア等において、噴出物の層序を地質学的手法により再検討し、大規模カルデ

ラ噴火に至る噴火履歴を明らかにすることを目的とする。具体的には、巨大噴火及びその前後

の噴出物の分布や層序関係、斑晶や組成の特性、古地磁気方位測定等の地質学的手法を用いて

調査したうえで、複数の年代測定手法を組み合わせて噴火年代を与え、噴出物の時間的及び空

間的な分布と噴火史に基づく噴火の準備・進展過程を検討した。加えて、大規模カルデラ噴火

の活動との比較を目的とした中小規模噴火の活動に関する調査として、特に単成火山の活動及

び形成に関する調査も実施した。 

2.1 のうち、2.1.1 の(1) 姶良カルデラの全部、(2) 洞爺-支笏火山エリアの古地磁気学的検討

の成果以外、(3) 阿蘇カルデラの全部については、平成 31 年度から令和 2 年度にかけて実施し
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た AIST 及び茨城大学への委託による成果 1、2、3 をまとめたものである。 

 

2.1.1 大規模噴火の噴火準備・進展過程に関する調査・研究 

平成 30 年度までに実施した調査・研究 4 において、洞爺-支笏火山エリアの支笏カルデラ、

阿蘇カルデラ等を対象とした調査研究を実施し、以下のことが明らかになった。①支笏カルデ

ラでは約 60 ka に大規模噴火が発生した後、約 40 ka にカルデラ形成噴火が発生した。このカ

ルデラ形成噴火では、噴火初期に支笏湖北西側の火口から噴火、その後、新たな火道が南東側

にも開口しつつ、火道は地下深部に拡大していったという噴火の進展過程が復元された。②阿

蘇カルデラでは 4 回発生している大規模噴火について、その直前の噴出物の層序関係を再構築

し、例えば阿蘇 4 噴火の少なくとも 1 万年前からはそれ以前よりも火山活動が低下していた可

能性が明らかになった。また、古地磁気学的手法による噴火間隔の推定によって、阿蘇 2 噴火

の前に発生した溶岩流は阿蘇 2 とほとんど同時期に噴出していることが明らかになった。これ

らの調査・研究により大規模噴火の噴火準備・進展過程に関するいくつかのパターンが確認さ

れた。 

これらの結果を踏まえ、平成 31 年度からのプロジェクトでは阿蘇カルデラでの地質学的な

拡充調査に加え、新たに姶良カルデラ、洞爺-支笏火山エリアの洞爺カルデラ、阿寒カルデラ等

を対象に地質学的及び古地磁気学的調査を実施し、大規模噴火とそれに至るまでの噴火史の検

討を進めており、大規模噴火の噴火準備・進展過程に関する事例を蓄積したうえで、噴火の準

備過程におけるマグマプロセスのモデル・シナリオ作成に資する知見をとりまとめる。 

 

(1) 姶良カルデラ 

姶良カルデラは、約 30 ka の巨大噴火で形成された大規模カルデラであり、桜島火山を後カ

ルデラ火山として有している。この姶良カルデラ形成時の噴出物は、下位から大隅降下軽石、

垂水火砕流、妻屋火砕流、入戸火砕流、姶良-丹沢（AT）火山灰とされている 5。最上位の AT

火山灰は、入戸火砕流の co-ignimbrite ash であり、日本全土に広域的に分布する 6。この一連の

噴火（ここでは入戸火砕流噴火と呼ぶ。）の総噴出量は約 400 km3DRE と推定されており、その

大部分（約 350 km3DRE）を入戸火砕流と AT 火山灰が占める 5、7。また、入戸火砕流噴火に先

行して発生している複数の珪長質マグマ噴火として、直前に発生している毛梨野テフラ、深港

テフラ、大塚テフラ、そして比較的規模の大きい岩戸火砕流等がある 8。本研究 1、2 では、岩戸

火砕流～入戸火砕流噴火の珪長質マグマの噴火履歴、特に噴火時期の特定と、入戸火砕流噴火

の噴火時間について検討を行っている。 

岩戸火砕流～入戸火砕流噴火の噴火履歴については、噴出物が火山灰から軽石であること、

かつおおよそ推定される噴出時期が数万～十万年前であることから、噴出物から直接噴出年代

を求めることができない。そこで、毛梨野テフラ、深港テフラ及び大塚テフラの直下の土壌や

噴出物に含まれる有機物を用いた 14C 年代測定を実施することで、それぞれの噴出時期に新た

な制約を与えた。その結果、従来知られている入戸火砕流噴火に先行した珪長質マグマ活動は
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数千年間隔（毛梨野テフラ：約 31.1 ka、深港テフラ：約 32.3 ka、大塚テフラ：約 33.5 ka）で

発生していることが新たな年代測定から確認された（図 2.1.1）。なお、入戸火砕流噴火の噴火

年代は、AT 火山灰を挟む水月湖の年縞堆積物の解析から、30.009 ± 0.189 ka BP とされてい

る 9。 

入戸火砕流噴火の噴火継続時間については、野外調査の観察結果から地質学的に短時間であ

るとされているが、その具体的な時間スケールはこれまで検討されていない。他方、鬼界カル

デラ、支笏カルデラでは、古地磁気学的手法による検討からカルデラ形成噴火の一連の堆積物

の間に少なくとも約 50 年間以上の時間間隙が推定されている 10、11。ここで言う古地磁気学的

手法の基本的な原理は、堆積物間に見られる古地磁気方位の差を、地磁気永年変化の曲線から

得られる単位時間あたりの方位変化量で除して、堆積時間差を見積もる方法である。この方法

は具体的な数値年代を求めることはできないが、上下の堆積物との相対的な時間差を推定する

ことができる。具体的には、これまで見積もることさえ困難であった地質学的に短時間に堆積

したとされる一連の堆積物が数十年程度以上の時間差をもって形成していた場合、それを区別

可能とする。そこで、本研究 3 では、入戸火砕流噴火に対して古地磁気学的手法を適用し噴火

継続時間の検討を行った。その結果、最下位ユニットである大隅降下軽石、中間ユニットであ

る垂水火砕流及び妻屋火砕流、そしてクライマックスの入戸火砕流の間には、それぞれの 95 %

信頼角が重なり合い明瞭な方位差は認められず、大隅降下軽石から入戸火砕流の平均方位の差

は最大で 4°程度であった（図 2.1.2）。考古遺物の測定により得られた信頼性の高い地磁気永

年変化曲線に基づくと、その変化率の平均的な値は 0.06 ±0.04°/year と推定されている 12。

時間間隙の最小値を見積もることを目的とする場合、最大の変化率、すなわち永年変化率＝

0.1°/year を仮定すればよいので、入戸火砕流噴火は、発生から少なくとも 0～40 年以内で終

了したと見積もられる。 

以上より、大塚テフラの噴火から入戸火砕流噴火に至る過程を復元すると、入戸火砕流噴火

（約 30 ka）まで珪長質噴火は、約 33.5 ka（大塚テフラ）、約 32.3 ka（深港テフラ）、約 31.1 ka

（毛梨野テフラ）と 1200 年程度の比較的等間隔に発生していることが確認された。そして、

入戸火砕流噴火自体は、それよりも十分に短い 0～40 年以内で終了したとまとめられる。従前

の研究から巨大噴火の前にこれらの珪長質噴火が発生したことは知られていたが、その具体的

なタイミングが精緻になった。すなわち、入戸火砕流噴火のケースでは、珪長質マグマが巨大

噴火直前には噴出しない、あるいは巨大噴火直前に断続的に噴出するようなパターンとは異な

るパターンであることが確認された。 
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図 2.1.1 先入戸火砕流噴火噴出物の模式層序と得られた 14C 年代 

出典）AIST (2020)1 

Figure 2.1.1 Type stratigraphy of pre-Ito pyroclastic flow 

deposits and obtained 14C ages 
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図 2.1.2 入戸火砕流噴火堆積物の平均磁化方位 

出典）茨城大学 (2020)3 

Figure 2.1.2 Magnetic directions of average of Ito pyroclastic flow deposits 
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(2) 洞爺-支笏火山エリア 

洞爺-支笏火山エリアは、約 130 ka から 5 つの火山（洞爺、クッタラ、羊蹄、尻別、支笏）

が相次いで珪長質火山活動を開始し、現在までに約 700 km3 に及ぶマグマを噴出した地域であ

る 13。そのうち、洞爺及び支笏火山は大型のカルデラを形成している。本プロジェクトでは、

近接する地域に複数のカルデラがあり、また約 130 ka 以降に次々とカルデラが形成されている

地域であることから、全体を一つの活動場として捉えて研究を進めている。これまで支笏火山

（カルデラ）では、約 60 ka の大規模噴火の後、約 40 ka にカルデラ形成噴火を起こして現カ

ルデラを形成したという活動推移が明らかになってきた 14、15。本研究 1、2 では、もう一つの大

型のカルデラである洞爺カルデラを対象に噴火推移を検討するとともに、洞爺火砕流噴火の噴

火継続時間についても検討を行っている。 

洞爺火山（カルデラ）のカルデラ形成噴火（約 110 ka）については、既往研究において下位

から Unit 1: 細粒降下火山灰堆積物、Unit 2: 火砕流堆積物、Unit 3: サージ堆積物と降下火山灰

堆積物の互層、Unit 4: 火砕流堆積物、Unit 5: 最下部に岩片濃集層を伴う火砕流堆積物、Unit 6: 

最下部に岩片濃集層を伴う火砕流堆積物に区分されている 16。そこで、本カルデラ形成噴火の

特徴を明らかにするため、各 Unit 中の軽石のサイズ及び構成物の分析を行った。その結果、

Unit 2 及び Unit 3 では最大粒径が数 cm 以下で斑晶に乏しい白色軽石（CP タイプ）からなるの

に対して、Unit 4-6 では斑晶に富む白色軽石（CR タイプ）と縞状軽石・灰色軽石（band, gray タ

イプ）が出現し始め、これらの割合・最大粒径ともに次第に増加することが明らかになってき

た。さらに、これらの特徴とガラス組成を、遠方に分布し対比されている火砕流堆積物につい

て検討した。その結果、Unit 2 火砕流堆積物は洞爺湖から約 20 km 程度離れた地点で層厚が 1 

m 以下に急減しているのに対し、Unit 4-6 火砕流堆積物は、洞爺湖から約 40 km 程度離れた地

点でも層厚が約 20 m あることが確認され、さらに、東北地方に分布している洞爺テフラもこ

の Unit 4-6 の火砕流堆積物に対比される。これらのことから、洞爺カルデラ形成噴火では、噴

火のより後期に大規模な噴火を生じたことが示された（図 2.1.3）。さらに、各 Unit 境界では、

Unit 2 堆積後に火砕流内に含まれていたガスが抜けてから Unit 3 が堆積したこと、Unit 3 堆積

後には堆積物が硬く締まった状態になってから Unit 4 が堆積したことを示唆する産出状況が観

察され、それぞれに短い時間間隙があったと考えられる（図 2.1.4）。 

これらの地質学的証拠から考えられる短い時間間隔について、本研究では、(1)の姶良カルデ

ラにおいても適応した古地磁気学的手法を用いて検討した。その結果、Uint 2、Unit 3、そして

最上位の Unit 6 の間には、95 %信頼角を超えるような明瞭な方位差は認められず、これら一連

の噴出物は短期間で堆積したことを示唆している。ただし、各 Unit の特徴的磁化方位の 95 %

信頼角が大きいことから、本検討に適していない試料である可能性もあるので、引き続き検討

を行う予定である。 

以上より、洞爺カルデラ形成噴火の過程を復元すると、洞爺カルデラは、約 110 ka に地質学

的にも古地磁気学的検討においても短時間に形成された可能性がある。そして、各 Unit 中の軽

石のサイズ及び構成物分析の検討から、Unit 4-6 に相当する噴火後期に大規模な噴火が発生し
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たことが示唆された。従来の見解では Unit 2 が最大のイベントと考えられていたので、この点

は新たな知見となった。 
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図 2.1.3 洞爺カルデラ形成噴火による火砕流堆積物の層厚分布 

出典）AIST (2021)2 

Figure 2.1.3 Thickness of pyroclastic flow deposits due to Toya caldera 

formation eruption 
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図 2.1.4 Unit 境界における産出状況（左：伊達市上長和町、右：洞爺湖大原町） 

出典）AIST (2020)1 

Figure 2.1.4 Occurrence at the unit boundary (left: Kaminagawa-cho, Date City, right: Lake 

Toya Ohara-cho) 
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(3) 阿蘇カルデラ 

阿蘇カルデラは、噴出時期の古い方から、阿蘇 1（約 260 ka）、阿蘇 2（150～140 ka）、阿蘇

3（130～120 ka）、阿蘇 4（約 90 ka）の 4 回の大規模火砕流噴火が噴出している 17、18。このよ

うに阿蘇カルデラでは大規模火砕流噴火が繰り返し発生している一方、その発生間隔は 11～12

万年ないし 1～4 万年であり、等間隔ではない。ゆえに、最新の阿蘇 4 噴火からすでに 9 万年

を経過しているが、噴火の発生間隔から次の大規模火砕流噴火が準備されているかを解釈する

ことは難しい。この理由の一つとして、それぞれの火砕流噴火の様式や岩質に多様性があるこ

とが考えられている。従って、阿蘇カルデラにおける大規模火砕流噴火の準備過程を知るには、

大規模火砕流噴火の前にある多数のより小規模な噴火、言い換えると、大規模噴火と大規模噴

火の間に発生した噴火が、どのような噴火であって、それが大規模噴火のどれくらい前に発生

したか等を把握することが、現在の阿蘇カルデラがどのような状態にあるかを判断するために

地質学的データからアプローチできる情報となる。本研究 1、2 では、4 回の大規模噴火の直前

の噴出物を詳細に調査し、それぞれの大規模噴火に至る過程の検討を行うとともに、最後の阿

蘇 4 以降の活動についても検討を行っている。 

阿蘇カルデラにおける噴火推移の概要は既往研究を基に表 2.1.1 のようにまとめられる。既

往研究を踏まえ、更に 4 回の大規模噴火の直前の活動履歴を詳細に調査した結果、以下のよう

なことが明らかになってきた。阿蘇 1 の前の活動としては、これまで知られていたように軽石

と火山灰の互層が存在している。すなわち、小規模な軽石噴火と火山灰の噴出を交互に行って

から阿蘇 1 火砕流本体が噴出している。火山灰には色調の異なる多数の降下ユニットがあり、

時間をかけて小規模な噴火を繰り返していたと考えられる。しかしながら、阿蘇 1 の前の噴出

物は露出が限られかつ保存状況も芳しくないことから、定量的な時間軸をいれることは困難で

ある。阿蘇 1 の後、約 12 万年程度の時間間隙をおいて阿蘇 2 が発生するが、広範囲に分布す

るようなテフラは確認されておらず、比較的小規模な活動が続いていたと考えられる。また、

阿蘇 2 火砕流の少し前に溶岩が流出したことが知られているが、分布がカルデラの東、北、西

側と離れている上、斑晶量や化学組成にかなりのバリエーションが認められることから、単一

の噴火とは考えにくく、空間的に組成の異なるマグマが存在していたことが推測される。阿蘇

2 の後、約 2 万年程度の時間間隙をおいて阿蘇 3 が発生するが、この間には、テフラを降らす

噴火が少なくとも 4 回認められており、数千年おきに噴火していたと考えられる。さらに、阿

蘇 3 直下の土壌には火山灰成分が少ないことから、阿蘇 3 の噴火前の数千年間は比較的火山活

動が穏やかであった可能性がある。そして、阿蘇 3 火砕流噴火の直前には、降下軽石が存在し

ており、この軽石の噴火開始から阿蘇 3 火砕流噴火までの間にはほとんど時間間隙がないと考

えられる。阿蘇 3 の後、約 3～4 万年程度の時間間隙をおいて阿蘇 4 が発生するが、この間に

は多数のテフラが認められる。活動としては、間欠的でやや小規模な玄武岩〜玄武岩質安山岩

スコリア噴火があった後、軽石噴火へと変化し、阿蘇カルデラにおいて最大級のプリニー式噴

火イベントが発生した。それ以降は、噴火の頻度と規模が下がった。これまで阿蘇 4 の直前に

は、降下火砕物など先行する噴出物は存在しないとされてきた 20 が、本研究 1、2 において先行
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する降下軽石や小規模な火砕流があることが確認された（図 2.1.5）。これまでに確認された先

行する噴火は、下位から黒雲母を含む降下軽石と小規模な火砕流（阿蘇 4X）、細粒降下火山灰

（阿蘇 4L）、小規模な火砕流（阿蘇 4S）が噴出した後に阿蘇 4 火砕流本体に覆われる。阿蘇 4

の後は、現在の中央火口丘の活動に移るが、その噴火規模は阿蘇 4/3 間と比較すると、規模も

小さく頻度が低いようにみえる。阿蘇カルデラでは、20 ka 以降は VEI 4 以上の噴火は起きて

いない。特に約 14 ka 以降は、 VEI 3 以下の小規模なスコリアや軽石噴火が数枚あるのみであ

る 21。しかしながら、この間の活動は、中央火口丘の中岳や杵島岳、往生岳、米塚など玄武岩

〜玄武岩質安山岩の山体が成長している。すなわち、噴火の様式がそれまでの爆発的で規模の

大きなテフラを放出するものから、あまりテフラを放出しないものへと変化したと考えられる。 
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出典）AIST (2020)1 

注) 全岩化学組成（SiO2）は、AIST19、小野・渡辺 17、小野ほか 20、Miyabuchi21 から引用

した。年代値は、阿蘇 1：松本ほか 18、阿蘇 2：長橋ほか 22、阿蘇 3 及び 4：長橋ほか

23。阿蘇 4/3 間の年代は長橋ほか 23 の年代値を基準に模式地での土壌の堆積速度が一定と

仮定して算出。阿蘇 4 以降のテフラの年代は Miyabuchi21 から引用した。 

表 2.1.1 阿蘇カルデラの噴火推移 
Table 2.1.1 Sequence of ejecta from Aso caldera 
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図 2.1.5 阿蘇 4 火砕流基底部の層序 

出典）AIST (2021)2 

Figure 2.1.5 Sequence of lower section of Aso 4 pyroclastic flow deposit 
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2.1.2 降灰プロセス等に関する地質調査及び観測 

平成 30 年度までの調査及び検討結果を踏まえて、降下火砕物による影響評価に資するため、

降灰中の火山灰の量、粒子数及び粒子の落下速度をリアルタイムで観測し、降灰量と降灰時の

気中火山灰濃度の関係を調査するとともに、地質調査から得られる粒径等のデータを踏まえ、

過去の噴火における降灰時のプロセスを検討する。 

 

(1) 火山灰濃度観測手法に関する研究 

火山噴火により生じる降灰は、噴火の規模や様式により降灰量や降灰粒子の大きさ、性状が

大きく異なる。実際、降灰時の粒径と落下後の粒径が異なる場合があり、凝集して見かけ粒径

が大きくなるものがある。また、降灰時の火山灰濃度は、現行の火山影響評価ガイドでは堆積

した火山灰の量から推定することが基本となっているが、微細な火山灰はその場に留まり難く、

堆積物として残らない場合がある。このような微細な火山灰は、吸気フィルタ等への影響が考

えられることから、降灰時の火山灰濃度を推定する際に実際の降灰挙動を把握することは重要

である。 

平成 30 年度までに、降灰中の火山灰の量、粒子の数及び粒子の落下速度をリアルタイムで

観測することが可能になったが、実際に回収された火山灰粒子と観測データに違いがあり、そ

の要因の一つが粒子の凝集効果であることが示唆された。 

そこで、平成 31 年度からも噴火活動が活発な桜島火山周辺において観測を継続し、凝集効

果について検討するとともに、観測データを蓄積し降灰中の火山灰挙動の調査を継続している。

以下にこれまでに得られた成果を取りまとめた。 

① 観測及び解析方法 

降灰時の火山灰の粒子径、重量、及び凝集の効果を把握する観点から、火山灰観測には、気

象観測等に用いられる光学式デイスドロメータ（以下「Parsivel」とする。）と吸入型粉塵採取

装置（以下「Bobcat」とする。）を用い降灰中の火山灰の挙動をリアルタイムで直接観測した。 

＜観測機器＞ 

 Parsivel ：レーザー光により粒径と落下速度及びその粒子数を測定する。 

 Bobcat ：一定流量の空気を吸引し、火山灰を回収する。 

 Pail ：落下した火山灰の回収。 

Bobcat と Pail により得られた火山灰は、重量測定の後、粒径分布の測定を行った。 

粒径分布の測定は、Morphologi G3/G3S を用いた粒子画像イメージング法により行った。

Morphologi G3 では、2 次元で粒子の投影面積（断面積）を測定し、その面積と等価の真球に換

算した体積を体積分率として算出している。 

Parsivel で得られる降灰データは、任意の時間当たりに落下する火山灰の粒子数（粒子径：32

通り、落下速度：32 通り、32×32＝1024 通り）をカウントする。検出可能粒径は 0.062～24.5 

mm、落下速度は 0.05～20.8 m/s となっているが、粒径及び落下速度の下限値はそれぞれ 0.2 mm

及び 0.15 m/s で、これより小さい粒径の火山灰は検出されていない。 
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② 観測結果 

これまでの観測において、13 ケースの Parsivel、Bobcat 及び Pail のデータセットが得られた。

現時点で降灰時の凝集の効果について定量的な議論が可能なデータ数の取得には至っていな

い。以下に得られたデータから降灰時間がほぼ同じ噴火の観測結果について、凝集効果及び降

灰中の火山灰濃度について検討した。 

図 2.1.6 に観測結果の例として、降灰速度と気中濃度の比較例を示す。 

どちらも降灰した火山灰の粒径分布は類似し、ケース A に比べて B は降灰量（Pail で回収さ

れた火山灰重量：g/m2）、降灰速度（Pail の降灰量を降灰時間で除した値：g/s）ともに約 2 倍と

なり、平均降灰気中濃度（降灰速度を平均落下速度で除した値：g/m3）、Bobcat 観測値（Bobcat

で回収された火山灰重量を降灰時間と吸引速度の積で除した値：g/m3）も高くなっている。一

方、Parsivel の観測データから見積もった Parsivel 降灰量（粒子重量（真球を仮定し密度 2.0 

g/cm3）と個数の積：g/m2）は Pail 降灰量（g/m2）と比較して Parsivel の方が 4 倍程度大きくな

る。同様な傾向は全観測データの内 10 ケースが高い値を示した。Parsivel は 0.2 mm 以下の粒

子を検出できないが、実測値（Pail）では、0.2 mm 以下の火山灰が重量割合で 30～50 %存在し、

これらの火山灰の重量が加算されていないにもかかわらず降灰量が多く見積もられる。これら

のケースでは、Parsivel で検出した粒子の見かけ密度は 2.0 g/cm3 より小さいことを示唆してお

り、定性的ではあるがこれらのケースでは、Parsivel で検出された火山灰粒子の多くが凝集し

ていたと考えられる。 

次に、降灰量の値が Parsivel と Pail でほぼ同等か少ないケース C と D について述べる。 

ケース C では、Parsivel と Pail の粒径分布が類似しており、平均落下速度も 3 m/s と他のケ

ース比べで速いことから、凝集性の少ない比較的大きな火山灰の降灰であったことを示唆して

いる。一方、ケース D は実測値（Pail）の中央粒径は Parsivel の観測値に比べて小さい。前述

のように Parsivel は 0.2 mm 以下の火山灰は検知しないため、凝集性の少ない小さい火山灰の

降灰が卓越するような場合、降灰量が小さく見積もられる。 

平均降灰気中濃度と Bobcat 観測値に着目すると、Bobcat 観測値が平均降灰気中濃度と同等

（ケース C,D）高いケース（ケース A,B）と低いケースがあった。低いケースは降灰時間が 10

分以下の短い観測ケースであった。得られている観測数が少ないこともあり、定量的な議論は

難しいが、Bobcat の観測値が 0.1 mm 以下の粒径であることから、細粒の火山灰の降灰や凝集

粒子が落下後に再浮遊した火山灰を観測している可能性がある。 
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図 2.1.6 降灰観測データの比較例（降灰速度と平均降灰気中濃度） 

Figure 2.1.6 Comparison of ash fall observation data  

(ash fall rate and average ash concentration in air) 
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(2) 地質学的調査手法に関する研究 

実際に噴火が発生すると、多くのケースにおいて火砕物の降下（降灰）が起こり人間社会に

影響を及ぼす。小規模の噴火であればその影響はあまり大きくないものの、火砕物の総噴出量

が 0.1 km3 から数 km3 程度の規模の噴火となれば、山麓のみならず、遠方域においても火山灰

が広範囲に堆積するため、インフラ施設や経済活動、社会生活にも多大な影響を及ぼすことが

懸念される。インフラ施設への影響として原子力発電所を例に考えると、火山灰が降り積もる

ことで建屋にかかる荷重による損壊、火山灰が送電線に付着することで発生する短絡や断線等

に起因する広範囲での停電に伴う発電所への外部からの電源供給系統の喪失、エアダストとし

て振る舞う火山灰がディーゼル発電機の吸気フィルタの目詰まりを起こすことで発生する非

常用電源設備の機能停止等などが想定される。本研究プロジェクトでは解析ベースで火山影響

評価を行う上で必要となる地質学的調査から得られるインプットデータに関する検討として、

降灰シミュレーションのパラメータの推定手法と実際の地質調査で得られるデータの特性の 2

つの観点での研究を進めている。 

平成 30 年度までに、地質調査で得られる検証可能なデータを基とした降灰シミュレーショ

ン解析のパラメータ値の設定方法の検討を行い、初期粒径分布が解析結果を大きく左右するこ

と、一方で多くのケースで利用されている初期粒径分布推定手法はサンプリングデータの取り

方で結果のバラつきが大きいことも認識されていることが明らかになってきた。また、実際の

地質調査によってサンプリング時の留意点も整理できつつある。 

平成 31 年度からの研究では、新たな初期粒径分布推定手法の検討を進め、実際の野外調査

によるサンプリングデータの特徴等から得られる知見の整備を進めている。 

① 初期粒径分布推定手法の検討 

降灰シミュレーションを実施するには、様々なパラメータを入力する必要があり、それら入

力値の確からしさが解析結果に影響を与える。そのうち、噴出する粒子の総粒径分布の違いは、

Walker24 によって層厚の分布の違いとして現れることが示されている。粒径情報などの物質科

学的パラメータについては、現存する火山噴出物の情報から実証的に推定することが原理的に

は可能であるものの、地質学的調査において網羅的に噴出物のデータを集めることに限界があ

り、現状は数十点程度の地点を調査した実測値を用いることがほとんどである。実測値から総

粒径分布を推定する方法はいくつか存在するが 24、25、26、そのうち、ボロノイ分割による推定

手法 27（以下、ボロノイ法とする）は、任意のセクターを導入することなく、不均一なデータ

セットを処理する統計的方法を提供することから、噴火直後の調査結果等を用いて広く利用さ

れている。しかしながら、サンプリング地点が降灰した範囲に対して均一に分散していない場

合、特に火口に近接した地域のデータが欠落している場合、この手法では真の粒子サイズを適

切に表現できないことも認識されており 27、降灰した全域から満遍なくデータを取得する必要

がある。そのため、過去の噴出物に対して適用する場合、この推定手法は調査可能な場所の制

約などによって利用できない場合がある。そこで本研究では、既存の等層厚線図を利用した新
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たな総粒径分布の推定手法を考案し、その可用性について検証を行ったうえで、実用性を検討

した。 

今回考案した手法は 2 つあるが、どちらも基本的には、Murrow et al. 28 や Parfitt26 の手法と同

じ考え方で総粒径分布を求めるものである。一つ目は、火山灰の層厚分布を考慮した重み付け

評価を実施するため、実際の降灰分布の調査に基づく層厚分布を基に領域を分割し、分割され

た区画ごとの粒度分布を基に全体の粒度分布を求める。区画ごとの粒度分布は、区画内に存在

する地点の粒度分布の平均を用いる。最終的に全ての区画の粒度分布を合算して、降灰域全体

の粒度分布を求める手法（以下、等層厚線法とする）である。もう一つは、噴火中心からの距

離による影響を重み付け要素に考慮するため、前者で分割された区画をさらに噴火中心からの

距離で分割し、分割された区画ごとの粒度分布を基に全体の粒度分布を求める手法（以下、距

離－等層厚線法とする）である。これらの手法での利点は、既存の等層厚線を用いるので、偏

りのある調査点数でも意味のある領域を設定することができる点である。ゆえに、既往研究を

活用でき、過去の規模の大きい噴火に対しても実用性のある推定手法と考えている。 

可用性の検討として、はじめに、任意のパラメータを入力して降灰シミュレーションを実行

し仮想フィールドを作成した。そして、その中である抽出条件による任意のサンプリング地点

を 10 パターン作成し、それぞれボロノイ法、等層厚線法及び距離－等層厚線法を用いて初期

粒径分布を計算し、降灰シミュレーションの計算に用いたパラメータを正解値として計算結果

との比較を行った。その結果の例を図 2.1.7 に示す。サンプリング地点の多い条件では、それ

ぞれの手法において同じような初期粒径分布のヒストグラムが描かれ、求められる中央粒径及

び標準偏差には手法間で大きな差は認められない。一方、サンプリング地点を減らした条件で

は、等層厚線法及び距離－等層厚線法では同じような初期粒径分布のヒストグラムが描かれ、

求められる中央粒径及び標準偏差に違いがないが、ボロノイ法はパターンごとに異なるヒスト

グラムが描かれ、求められる中央粒径及び標準偏差のバラつきも大きい。実際の地質調査では、

降灰域を満遍なくかつ相当数の地点を調査することはほぼ不可能である。従って、今回提案す

る手法は、既知の等層厚線図が必要であるものの、比較したボロノイ法と比べてばらつきの少

ない可用性のある推定手法であり、例えば、降灰域が広くかつ露出が乏しいためにサンプリン

グが困難なケースやサンプリング可能な地域に偏りがあるようなケースにおいての活用が期

待される。 

② 地質調査結果 

現時点での原子力発電所の火山影響評価ガイドでは、降下火砕物の施設に対する影響評価に

おいて、敷地及び敷地周辺での降下火砕物を用いて評価することを基本としているが、その際、

参照されたものがどのような堆積環境であるか等を確認することは重要である。具体的には、

歴史時代などの地質学的に新しい時代に噴出した噴出物は、地表付近に露出しているので認識

しやすく、風化・変質を被っている可能性が少ない。地形的な影響によっても、山岳地域では

保存状態が悪く、河岸段丘面、緩やかな丘陵地、後背湿地では残存している可能性が高いとい

ったことが想定される。このようなことから、本研究では、任意の降下火砕物に対して、火口
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近傍から遠方までを満遍なく調査し、調査地点の地史を踏まえつつ試料の残存状況や粒径の情

報を得たうえで、地質調査におけるサンプリングの留意点、降下火砕物の特徴を検討した。 

まず、対象噴出物の選定条件として、一つ目に噴出物が残存していること、二つ目に噴出物

の状態が良いこと、そして三つ目に広範囲で調査できることが挙げられる。一つ目に対しては、

噴出規模が大きいことや発生時期が比較的最近であることが条件となり、過去 500 年間で VEI 

4 後半～5 クラスの噴火をした陸上火山がその候補となる。二つ目に対しては、堆積物は寒冷

地のほうが風化変質を受けにくいことがあるので、高緯度地域の火山が適している。そして三

つ目に対しては、噴出物の大部分が陸上域に分布し、遠方まで追跡可能であることが条件とな

る。これらに当てはまる国内の火山として、北海道の樽前火山起源の噴出物を調査対象とした。

樽前火山は、約 90 ka に活動を開始した支笏カルデラの後カルデラ火山で、VEI 5 クラスの噴

火が 4 回発生している 29。これらのうち、本研究では AD1739 年に噴出した Ta-a、AD1667 年

に噴出した Ta-b を選定し、地質調査を実施した。Ta-a の産出状況の例を図 2.1.8、Ta-a の降灰

分布図と本研究での噴出物確認地点を図 2.1.9 に示す。火山近傍地域～約 300 km の範囲での

地質調査の結果、山岳地域ではテフラの保存状態が極めて悪く、河岸段丘面、緩やかな丘陵地、

後背湿地では残存していることが多かった。そして、既存の等層厚線図において層厚が 10 cm

程度とされている範囲であれば、多くの場所で認識することができた。一方、層厚が 5 cm 程

度以下では、植生の影響等で土壌のコンタミネーションが多くなる傾向にあった。ゆえに、こ

れらの点を留意し、調査を実施する必要がある。次に、降下火砕物の特徴として、現時点で得

られている粒度分析の結果を図 2.1.10 に示す。Ta-a 及び Ta-b とも一般的に考えられるように、

火口から離れるにつれて中央粒径が小さくなるという傾向が大局的には認められる。しかしな

がら、詳細にみると、Ta-a では、200 km 近で遠方より中央粒径が小さくなる結果を得た。この

要因については今後の検討課題であるが、可能性として火山灰粒子の凝集の効果や細粒物のコ

ンタミネーションなどが考えられるので、化学組成分析結果も併せて検討を進める。また、Ta-

b の粒径減衰曲線が Ta-a のものより粗粒な傾向が認められる。この要因も今後の検討課題であ

るが、噴火規模、気象条件等の違いなどが考えられるので、他の噴火事例と併せて検討を進め

る。 
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図 2.1.7 初期粒径分布の計算結果の比較 

Figure 2.1.7 Comparison of calculation results of initial grain size distribution 

注)  φは次の式で求められる。φ＝-log[2]d、d は粒子の直径（mm）。 
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図 2.1.8 降下火砕物の産出状況の例（Ta-a） 

Figure 2.1.8 Example of occurrence of pyroclastic fall deposit（Ta-a） 
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注)  等層厚線は古川・中川 29 による。 

図 2.1.9 降下火砕物の確認地点（Ta-a） 

Figure 2.1.9 Observation points of pyroclastic fall deposit (Ta-a) 
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図 2.1.10 樽前火山噴出物の距離と中央粒径の関係図 

Figure 2.1.10 Relationship between distance form the crater and median grain size of ejecta from 

Tarumae volcano 

注) Suzuki_Data は鈴木ほか 30、噴出量は古川・中川 29 による。 

φは次の式で求められる。φ＝-log[2]d、d は粒子の直径（mm）。 
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2.1.3 単成火山の形成に関する文献調査 

本調査では、噴火メカニズムや産出状況等に特徴を持つ単成火山に関する知見を収集し、国

内外で実施されている単成火山の活動評価等についての知見をとりまとめた。 

まず、用語として単成火山とは、字義通り一度の活動で形成されたものであり、基本的に同

じ火口からの噴火が複数回発生していないものを指す。一方、富士山のように長期間にわたり

同じ火口から何度も噴火を繰り返すことで形成された火山は複成火山と呼ばれる。単成火山の

分布は地理的に偏在しており 31、一般的に、ある領域内に偏在する単成火山はまとめて単成火

山群として取り扱われる。例えば、火山噴火予知連絡会が選定する日本国内の活火山において

は、単成火山が偏在し、かつ最新の単成火山が 10 ka 以降に形成した特定の地理的領域の火山

群をひとまとまりの活火山として扱っている（伊豆東部火山群、阿武火山群など）。 

単成火山は地球上の様々なテクトニックセッティングで報告されているが 32、一般的に地殻

内の差応力が大きく、局所的な引張応力が発生する地域に分布するといわれる 33、34。例えばメ

キシコの Transmexican volcanic belt のように複成火山と単成火山が混在するような地域では、

複成火山は差応力の小さな断層、単成火山は差応力の大きな断層に沿って分布することが知ら

れている 35。単成火山群の活動は、一つ一つの単成火山はごく短期間（数時間から数十年）に

小～中規模の爆発的噴火や溶岩の流出を生じて終了するが、火山群としては複成火山と同様

（あるいはそれ以上）の期間にわたってある程度周期的に活動する（例えばハンガリーの

Bakony–Balaton Highland Volcanic Field は 7.9～2.5 Ma にわたって活動し、その間に 6 回の活動

期が存在したことが報告されている 36）。 

単成火山の活動は、火山群の領域内に限定されるものの、次の噴火が起こる地点の特定には

困難さが伴う。そのため、単成火山の活動頻度の評価にはしばしば確率論的手法が用いられて

いる。このような単成火山の特性を踏まえ、その活動頻度の評価の方法論については多くの議

論がある。例えば国内では NUMO が単成火山の地層処分システムに対する影響を確率論的に

評価する方法を検討している 37。ここでは、将来 10 万年程度の期間の噴火発生確率について

は、プレート運動の安定性を前提としてカーネル法（火山の位置関係や活動頻度に基づき発生

確率を算出する手法）38 やコックスプロセス法（火山の位置関係や活動頻度に加えて重力等の

地球物理データ等を考慮して発生確率を算出する手法）39、40 を利用して 5 km 四方の領域で生

じる事象の発生確率を評価する方法を検討している。また国外では、第四紀の単成火山群の領

域内に位置する米国ネバダ州のユッカマウンテンにおいて高レベル放射性廃棄物処分場の建

設が検討されており（2009 年より計画中断）、DOE はその火山活動の影響評価において前述の

カーネル法を用いてユッカマウンテン周辺における事象の発生確率を 10−8/yr から 10−7/yr 程度

としている 41。 

一方で、時間的・空間的に偏在する単成火山の活動評価において、上記のような確率論的手

法によって算出された発生確率は過小評価であるという批判も多い。山元 42 は、DOE の影響

評価について活動頻度の遍在性を説明する科学的根拠の乏しさを批判しており、火山活動の長

期予測においては「地質学的・地球物理学的・地球化学的根拠からマグマ成因論にまで踏み込
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んだ評価」が求められるとしている。Smith et al.43 は、ユッカマウンテンにおけるマグマの成因

と活動周期性の原因について地球物理学的・地球化学的に議論した上で、DOE が示した発生確

率が過小評価であることを示唆している。山元 42 は対象地域の構造発達史を理解するため、地

域全体の長期的なマグマ噴出量変化や火山の時空間分布変化を考慮することの重要性を指摘

している。 

以上から、大規模カルデラとの違いとして単成火山は、火道が集中せず巨大な珪長質マグマ

溜まりを形成しないことが挙げられるが、これはローカルな地殻応力場の違いによることが大

きい。従って、いずれの火山においても活動評価を行うには、活動履歴だけではなく、ローカ

ルな地殻応力場の検討も行うことが望ましい 44。また、単成火山の活動評価としていくつかの

確率論的評価手法が検討されているが、いずれもある程度長期間にわたる噴火履歴のデータベ

ースが存在することが重要であり、大規模カルデラで確率論的評価手法を検討するには、現在

のところ、圧倒的に噴火履歴に関するデータの蓄積等が不足していると考えられる。 
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2.2 岩石学的手法によるマグマプロセスに関する調査・研究 

本調査・研究では、2.1.1 の地質学的調査に基づく大規模噴火の長期的・短期的推移の復元結

果と合わせて、噴出物の岩石学的検討による巨大噴火に至る過程のマグマ供給系の時間・空間

発達過程の検討を行う。 

本調査・研究では、平成 30 年度までの研究成果及び 2.1.1 で復元された姶良カルデラ、洞爺

-支笏火山エリア、十和田カルデラ、阿蘇カルデラ、鬼界カルデラ等における噴火活動の推移に

沿って、噴出物の岩石学的解析を行い、マグマ溜まりの温度・圧力・マグマ組成等の時間変化

を追跡することにより、大規模噴火を駆動するマグマシステムに関する知見を蓄積することを

目的とする。具体的には、解析に必要な噴出物の全岩化学組成分析、斑晶鉱物の化学組成分析、

斑晶鉱物中のメルト包有物の含水量分析、高圧実験装置を用いた岩石実験、熱力学的平衡条件

の計算を実施し、マグマ溜まりの温度・圧力条件、滞留時間を推定し、巨大噴火に至る過程の

マグマ供給系の時間・空間発達過程を検討した。2.2 のうち、2.2.1 姶良カルデラ、2.2.2 洞爺-支

笏火山エリア、2.2.3 十和田カルデラの高温高圧実験、2.2.4 阿蘇カルデラ、2.2.5 鬼界カルデラ

については、平成 31 年度から令和 2 年度にかけて実施した AIST への委託による成果 1、2 をま

とめたものである。 

 

2.2.1 姶良カルデラ 

平成 30 年度までの調査・研究 4 において過去 10 万年間の噴出物の系統的な採取・分析を行

い、噴火期ごとのマグマ供給系の生成プロセスや噴火に至るまでの変遷を検討し、約 60 ka か

ら既に約 30 ka の入戸火砕流噴火で噴出した流紋岩マグマの蓄積が開始していたこと、この蓄

積期間中にマグマ溜まりの深さに大きな変化がなかったこと（天井深さ約 4～5 km）、斑晶の累

帯構造から、入戸火砕流噴火の直前の流紋岩マグマ溜まりに高温の苦鉄質マグマが注入された

ことが示唆されること、入戸火砕流噴火以降の流紋岩マグマは化学組成で区別できることが明

らかになった。 

平成 31 年度からのプロジェクトでは、入戸火砕流噴火の噴火過程をさらに詳細に検討する

ため、約 30 ka のカルデラ形成噴火である入戸火砕流噴火に先立つ約 3 万年間の噴出物、特に

流紋岩マグマに含まれる斑晶鉱物及びそれに含まれるガラス包有物の組成を用いて、熱力学的

平衡条件の検討を行い、姶良カルデラの流紋岩マグマ溜まりの温度・圧力・マグマ組成等及び

その活動推移に沿った時間変化を解析した。 

本研究 1、2 では、姶良カルデラのマグマ溜まりの定置圧力及びその推移を解析するのにあた

り、斑晶鉱物のガラス包有物及び流紋岩ガラスの含水量を顕微ラマン分光分析装置で定量する

ための手法を確立したうえで、約 30 ka の入戸火砕流噴火やその前後の噴出物に含まれる斑晶

鉱物のガラス包有物及び流紋岩ガラスの含水量を定量した。具体的には、XRF を用いた噴出物

の全岩化学組成分析と、高温高圧実験装置で合成した標準ガラス試料を用いて検量線を作成し、

顕微ラマン分光分析装置で含水量を定量した。その結果、姶良カルデラの約 30 ka の入戸火砕

流噴火やその前後の噴出物の全岩化学組成の特徴を整理すると、入戸火砕流噴火までの流紋岩
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マグマは相対的に Zr や Y に乏しいのに対し、入戸火砕流噴火後に噴出した流紋岩マグマや安

山岩マグマの混合端成分の珪長質マグマは、いずれも入戸火砕流噴火までの流紋岩マグマ組成

と明瞭に異なり相対的に Zr や Y に富む。すなわち、入戸火砕流噴火以降、組成の異なる別の

流紋岩マグマが活動していることが明確になった（図 2.2.1）。また、約 30 ka のカルデラ形成

噴火に関連する噴出物のマグマ溜まりにおける温度・圧力条件を、斑晶鉱物の熱力学的解析か

ら推測した。カルデラ形成噴火直前のマグマ溜まりの温度・圧力条件は、740～770 ℃、100±

50 MPa であると推測された。さらに、Qtz 斑晶の最外殻にみられる拡散組織の幅から、最後に

マグマ溜まり内の化学組成や温度・圧力条件が変化してから噴出まで Qtz 斑晶がマグマ溜まり

に滞留していた時間は数年以内の可能性が指摘された。また、顕微ラマン分光分析装置による

流紋岩ガラス中の水の微小領域定量について実験合成ガラス及び FT-IR 等既存の手法で含水量

を定量したガラスを標準物質として用い、約 5 wt.%までの含水量の範囲で直線的な検量線を作

成し、姶良カルデラ形成噴火初期の大隅降下軽石に予察的に適応した結果、マグマ溜まりにお

けるマグマ含水量として 4.5～5.6 wt.%の含水量が得られ、メルトが水に飽和していると仮定し

た場合、Liu et al. 45 を参考に 112～169 MPa の圧力に相当することが明らかになった。 
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Figure 2.2.1 Whole rock composition of magma products erupted from Aira Caldera 

図 2.2.1 姶良カルデラから噴出したマグマの全岩組成 

出典）AIST (2021)2 

注)  SiO2 に対する Y と Zr の濃度を示す。先カルデラ・カルデラ形成期噴火の流紋岩に

比べ、後カルデラ期の流紋岩（赤丸）および安山岩組成（赤線で示した混合線）は Y お

よび Zr 濃度が高い。 
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2.2.2 洞爺・支笏火山エリア 

平成 30 年度までの調査・研究 4 において約 40 ka の支笏カルデラ形成噴火までの噴出物の系

統的な採取・分析を行い、噴火期ごとのマグマ供給系の生成プロセスや噴火に至るまでの変遷

を検討し、約 850 ka から先駆的な活動が発生していたこと、約 60 ka の社台噴火では、その約

130 年以上前に噴火の引き金となるマグマ混合が開始していたこと、約 40 ka の支笏カルデラ

形成噴火では、深さ約 4～10 km 程度にマグマ供給系が形成され、また、斑晶鉱物の累帯構造

の拡散組織解析から噴火の 1,600 年前ころからマグマ混合が起き、マグマが蓄積されていたこ

とが明らかになった。 

平成 31 年度からのプロジェクトでは、約 110 ka の洞爺カルデラ形成噴火とその先行噴火の

噴出物について岩石学的検討を行い、本地域での珪長質マグマの生成メカニズムや集積・噴火

過程から、巨大噴火へと至るマグマ生成過程について検討を実施している。具体的には、洞爺

カルデラ形成噴火噴出物について XRF を用いた全岩主成分・微量成分分析、EPMA を用いた

火山ガラスの化学組成分析を実施し、その岩石学的特徴の概要を明らかにしたうえでマグマ生

成過程を検討する。また、全岩の U-Th 放射非平衡分析からマグマ発生過程についても検討を

行う。 

本研究 1、2 では、洞爺カルデラ形成噴火噴出物の岩石学的特徴を検討した結果、4 つのタイ

プの軽石に分類される。すなわち、斑晶に乏しい白色軽石（CP タイプ）、斑晶に富む白色軽石

（CR タイプ）、縞状軽石（Band タイプ）及び灰色軽石（Gray タイプ）である。噴出物の大部

分を占める CP タイプは、全岩化学組成が SiO2=74-78 wt.%、K2O=2.5-3.5 wt.%程度に集中して

おり（図 2.2.2）、斑晶量は 5 %未満で Pl、Opx のほかに微量の Qtz、Mt 斑晶を含む。一方で、

CR タイプは全岩化学組成が SiO2=75-78 wt.%に対して K2O は 1-2.5 wt.%程度と組成幅があり、

斑晶量は 10-25 %程度で Pl、Opx のほかに Cum や Hbl、Mt、Ilm も認められる。一方の Band 及

び Gray タイプは全岩化学組成が SiO2=62-78 wt.%、K2O は 1-3.5 wt.%程度と組成幅が非常に広

く、斑晶量は CR タイプと同程度で斑晶の種類もほぼ同じであるが、かんらん石を伴うことが

ある。その他、REE パターンがそれぞれ異なるほか、CP タイプの Sr 同位体比はその他に比べ

て明らかに高く、これは起源マグマが異なることを示唆している（図 2.2.2）。 

全岩の U-Th 放射非平衡分析については、支笏カルデラ形成噴火に対して検討を行った。そ

の結果、支笏カルデラ形成噴火の CP タイプマグマと先カルデラ噴火噴出物は、地殻物質の融

解で形成されたと考えられる Th に過剰な放射非平衡のマグマと放射平衡に達したマグマとの

混合で生成されたのに対して、CR タイプと後カルデラ火山である樽前火山の玄武岩は U に過

剰な放射非平衡をもつマントル起源の玄武岩マグマに由来することが示唆された。 
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  図 2.2.2 洞爺カルデラ形成噴火噴出物の総合柱状図と全岩化学組成 

Figure 2.2.2 Comprehensive columnar section of ejecta from Toya caldera forming eruption  

and chemical composition of whole rock 

出典）AIST (2021)2 
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2.2.3 十和田カルデラ 

十和田カルデラは青森県と秋田県の県境に位置する第四紀カルデラである。図 2.2.3 のよう

に約 200 ka から活動を開始しており、過去に 3 回の巨大噴火と多数の小規模～大規模噴火を発

生し、各噴火は年代が新しいものからアルファベット順に A, B, C…と整理されている 47。3 回

の巨大噴火はそれぞれ噴火エピソード Q（61 ka）48、N（36.5 ka）49、L（15.5 ka）50 で、それぞ

れ噴出量が 4 km3 DRE、17 km3DRE、21 km3 DRE と巨大噴火の度に増加している 47。十和田カ

ルデラの活動は最初の巨大噴火エピソード Q までを前カルデラ期、エピソード Q から最後の

巨大噴火エピソード L までをカルデラ形成期、それ以降を後カルデラ期と区分されている 47、

51、52。 

十和田カルデラでは、平成 30 年度までの調査 4 により、詳細な火山活動史が明らかになった

ほか、カルデラ形成期の間存在していた珪長質マグマ溜まりが最新のカルデラ形成噴火によっ

て崩壊したこと、後カルデラ活動期に入った現在においても連続的な珪長質マグマの生成・供

給が続いていることなどが明らかになった。 

平成 31 年度からのプロジェクトでは得られた火山活動史に基づき、後カルデラ期である現

在から今後の巨大噴火の活動可能性評価に向け、カルデラ形成期と後カルデラ期のマグマ溜ま

りの位置（深さ）の比較や、巨大噴火に至るまでに要するマグマ蓄積時間などについて検討を

進めている。本報告書では主にカルデラ形成期に発生した噴火エピソード N、M（21.2 ka）53、 

L について述べる。 

カルデラ形成期における各巨大噴火の直前にはいずれも約 2 万年間の活動静穏期が存在して

おり、十和田火山における巨大噴火発生のためのマグマは約 2 万年間の静穏期をかけて安定的

に存在・蓄積したものと考えられてきた 54。最後の巨大噴火エピソード L の直前の静穏期には、

1 回の大規模噴火エピソード M と 2 回の小規模噴火エピソード N’、M’が発生している（図 
2.2.4）。本研究ではまず噴火エピソード N、M、L の岩石学的特徴を詳細に調査し、各噴火で噴

出したマグマの特徴を比較することによって各マグマの関係性を明らかにし、巨大噴火エピソ

ード L のマグマ蓄積時間について検討を行った。 

噴火エピソード N、M、L の噴出物全体の傾向を捉えるため、XRF を用いて全岩化学組成分

析を行った（図 2.2.5、図 2.2.6）。巨大噴火であるエピソード N、L は、主要元素組成、微量元

素組成ともに多くの元素でそれぞれ独立した組成領域を示しており、明らかな組成差が表れて

いることから噴火毎に異なるマグマを噴出したことがわかる。Hbl に対する元素分配係数が近

い K、Rb について K/Rb の値をとると、N、L は一直線のトレンドを示す（図 2.2.6）。このこ

とから、N、L のマグマを生成した起源は共に十和田火山が位置する東北日本弧の下部地殻に

多く含まれる角閃岩であると考えられる。ただし、微量元素組成、特に鉱物に取り込まれにく

い液相濃集元素について比較すると、Ti や Zr などの HFS 元素の組成差は Hbl を融け残した程

度の差を反映しており、また K や Sr などの LIL 元素の組成差は下部地殻の部分溶融度の違い

を反映している。このことから、N、L のマグマを生成した起源物質は共通でも、それぞれの

マグマは異なる部分溶融度で生成されたことがわかる。すなわち、噴火エピソード N、L で噴
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出したマグマは、同じ下部地殻で生成されたものの、異なる部分溶融度をもつ全く別のマグマ

であり、巨大噴火の度に新たなマグマを生成・蓄積していたことがわかる。 

以上を踏まえ大規模噴火である噴火エピソード M の全岩化学組成分析を比較すると、主要

元素、Rb や Sr などの LIL 元素、Y や Zr などの HFS 元素はいずれも噴火エピソード N に類似

した傾向を示す。すなわち、噴火エピソード M のマグマは噴火エピソード N で噴出せずにマ

グマ溜まり内に留まった出残りマグマを起源とし、噴火エピソード N の後新たに生成される噴

火エピソード L のマグマの影響を受けていないことがわかる。このことから、噴火エピソード

M が発生した約 21.2 ka、すなわち噴火エピソード L の噴火約 5,700 年前の時点では、噴火エ

ピソード L のマグマの生成・蓄積は開始していなかったといえる。 

噴火エピソード M の発生後、噴火エピソード L の発生前には、17.2 ka に噴火エピソード M’

の小規模噴火が発生している。この噴火エピソード M’で噴出したマグマは噴火エピソード L

のマグマと共通していることが報告されており 46、噴火エピソード L のマグマは噴火の約 1,700

年前には既に生成・蓄積を開始していたことがわかる。以上をまとめると、巨大噴火エピソー

ド L で噴出した大量のマグマは、従来考えられてきたような約 2 万年間の静穏期をかけて安定

的に存在・蓄積したもの 54 ではなく、最短で約 1,700 年、最長で約 5,700 年という短期間で新

たに生成・蓄積された可能性が高いと判断される。 
ただし、上記の考察は噴火エピソード N、M、L 全ての噴火が同じマグマ溜まりを使用して

いたという前提に基づく。噴火エピソード M、L が異なるマグマ溜まりを使用していた場合に

は、地下浅部に噴火エピソード M のマグマが存在している状態で地下深部に噴火エピソード

L のマグマを蓄積することも可能である。噴火エピソード M のマグマに噴火エピソード L の

マグマの影響が全く見られないことから、この可能性は低いと考えられるが、それぞれのマグ

マ溜まりの深度を推定することなどによって制約することが可能である。 

 次に、本研究 1、2 では、巨大噴火エピソード N、L の噴火直前のマグマの温度・圧力条件に

ついて高温高圧相平衡実験を基に検討した。なお、実験は噴火エピソード N 及び L の珪長質

端成分軽石を水飽和条件下において再溶融し、結晶量や鉱物・ガラス組成の変化を調べた。 
 得られた相平衡図を図 2.2.7 に示す。 

エピソード N のマグマについて、850 ℃、1.7 kb（深度約 6 km）の条件で、天然の軽石の鉱

物組み合わせや結晶量、鉱物・ガラス組成をよく再現できることが分かった。一方、噴火エピ

ソード L においては、同様の条件で鉱物組み合わせが再現できるものの、結晶量や鉱物・ガラ

ス組成は天然の軽石と一致しなかったことから現時点では得られていない。今回の実験では水

に飽和している条件であったが、今後は不飽和な条件での実験を行う予定であるほか、他の推

定手法と組み合わせて検討する予定である。  
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出典）AIST (2018)46 に加筆 

図 2.2.3 十和田火山の階段ダイヤグラム 

Figure 2.2.3 Stairs diagram of Towada volcano 
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出典）AIST (2018)46 に加筆 

図 2.2.4 カルデラ形成期の階段ダイヤグラム 

Figure 2.2.4 Stairs diagram during the caldera formation period 
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図 2.2.5 カルデラ形成期噴出物の主要全岩化学組成 

Figure 2.2.5 Major bulk rock chemical composition during the caldera formation period 

注) To-M については Yamamoto et al.55 工藤 56 の値も併せて示した。 
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図 2.2.6 カルデラ形成期噴出物の微量全岩化学組成 

Figure 2.2.6 Trace bulk rock chemical composition during the caldera formation period 
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注)  実験はすべて水飽和条件で行った。 

出典）AIST (2021)2  

図 2.2.7 カルデラ形成期噴火エピソード N および L の珪長質端成

分マグマの相平衡図 

Figure 2.2.7 Phase equilibria of siliciclastic end-component magmas in episodes N and L of the 

caldera-forming eruption. 
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2.2.4 阿蘇カルデラ 

平成 30 年度までの調査・研究 4 においてカルデラ形成期の噴出物の系統的な採取・分析を

行い、噴火期ごとのマグマ供給系の生成プロセスや噴火に至るまでの変遷を検討した。実験岩

石学的手法及びマグマ化学組成の熱力学的平衡条件検討から、最大の噴火である阿蘇 4 噴火の

流紋岩質マグマ溜まりは、深さ 4～8 km にあったと推測されること、阿蘇 1 噴火のマグマ溜ま

りは、約 8 km 以深にあったと推測され、阿蘇 1 から阿蘇 4 にかけてマグマ溜まりが浅くなっ

た可能性が示唆された。また、姶良カルデラの入戸火砕流がほぼ地殻物質が解けた均質な流紋

岩マグマのみからなることに対し、阿蘇カルデラではマントル物質の寄与が大きいことが明ら

かになった。 

平成 31 年度からのプロジェクトでは、約 120 ka の阿蘇 3 火砕流噴火及び約 90 ka の阿蘇 4

火砕流噴火に至った噴火準備過程について検討を進めている。具体的には、阿蘇 3 と阿蘇 4 の

間の噴出物（阿蘇 3-4 間テフラ）等を対象に斑晶鉱物及びそれらに含まれるガラス包有物の組

成を用いて、熱力学的平衡条件の検討を行い、マグマ溜まりの温度・圧力・マグマ組成等及び

その活動推移に沿った時間変化の解析を進めている。 

本研究 1、2 では、阿蘇 3-4 間のマグマ溜まりの温度・圧力等の時間変化の解析にあたり、ま

ず、解析精度を向上させることを目的としてメルトに溶解する揮発成分の温度・圧力条件と相

平衡関係をマグマの熱力学計算ソフトウエア Rhyolite-MELTS57、58、59、60 を用いて詳しく確認し

た。また、SIMS を用いた信頼性の高い揮発成分分析のため、ポストカルデラ（2014 年噴火）

のマグマと同組成に調整した含水量標準ガラス試料を高温高圧実験装置により作成し、分析及

び検討を実施した。その結果、斑晶ガラス包有物の含水量とメルトの飽和溶解度から推定され

るマグマの圧力は、マグマが揮発成分に不飽和な場合には過小評価、つまり深さに換算した場

合に深さが浅く見積もられる可能性があることを再確認した。さらに、阿蘇 4 カルデラ形成噴

火直前に噴出した軽石を用いて斑晶ガラス包有物の H2O と CO2 の濃度分析と熱力学的な解析

を行った結果、大規模噴火を引き起こした珪長質マグマは、揮発性成分に不飽和な玄武岩マグ

マが地下約 12 km で結晶化した残液もしくは固化後再溶融して生じた液に由来することが示唆

された。 
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2.2.5 鬼界カルデラ 

平成 30 年度までの調査・研究 4 において約 7.3 ka の鬼界アカホヤ噴火前後の噴出物の系統的

な採取・分析を行い、噴火期ごとのマグマ供給系の生成プロセスや噴火に至るまでの変遷を検

討し、約 7.3 ka の鬼界アカホヤ噴火時の流紋岩マグマのマグマ溜まりは、深さ 5±2 km と推定

されること、後カルデラ期の噴出物は化学組成から鬼界アカホヤ噴火時の流紋岩マグマと明瞭

に区別され、別のマグマ供給系が形成されていることが明らかになった。 

平成 31 年度からのプロジェクトでは、鬼界アカホヤ噴火より以前の大規模噴火である小瀬

田火砕流（約 580 ka）、小アビ山火砕流（約 140 ka）及び鬼界葛原噴火（約 95 ka）の堆積物に

ついて、EPMA 及び SIMS 等を用いて岩石学的解析及びメルト包有物の化学分析を行い、マグ

マの化学的特徴、温度・圧力条件を明らかにする。その結果を基に、鬼界カルデラ（薩摩硫黄

島火山）のカルデラ形成期（約 580～7 ka）のマグマ供給系の時空間変化をモデル化することを

進めている。 

本研究 1、2 では、鬼界カルデラのカルデラ形成期のマグマ供給系の時空間変化を検討するに

あたり、まず、鬼界葛原噴火の長瀬火砕流及び小瀬田火砕流堆積物の軽石中のメルト包有物に

対して、EPMA 及び SIMS を用いて化学分析を実施し、それぞれ H2O 濃度 3.8-5.9 wt.%、CO2 濃

度 0.002-0.033 wt.%、及び H2O 濃度 4.1-5.5 wt.%、CO2 濃度 0.005-0.011 wt.%を得た（図 2.2.8）。

また、それぞれのメルト包有物を包有している Qtz について EPMA を用いて化学組成分析を実

施し、その分析結果に Ti-Qtz 地質温度計を適用することで、マグマ温度を大まかに推定した結

果、長瀬火砕流は 810 ℃以上、小瀬田火砕流は 850 ℃以上と計算された。これらの温度から、

それぞれのマグマ溜まりが 100-230 MPa（深さ 4-9 km に相当）、110-190 MPa（深さ 4-8 km に

相当）の圧力下にあることが推定された。 
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図 2.2.8  a) 長瀬火砕流の軽石中のメルト包有物の H2O および CO2 濃度 b) 

マグマプロセスに伴うメルトの H2O 及び CO2 濃度の変化 

Figure 2.2.8 a) H2O and CO2 concentrations of melt inclusions in pumice of 

Nagase pyroclastic flow deposit 

b) Changes in melt H2O and CO2 concentrations associated with the 

evolutionary process of magma 

注) 幸屋（船倉）降下軽石及び竹島火砕流軽石メルト包有物の H2O 及び CO2 濃度並びに

籠港降下スコリア（9.5 ka 噴火）及び長瀬火砕流堆積物軽石（95 ka 噴火）に含まれるメル

ト包有物の H2O 及び CO2 濃度等の既往研究による結果も記す。 

出典）AIST (2021)2 
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2.3 地球物理及び地球化学的手法による観測手法に関する調査・研究 

本調査・研究では、既存の物理探査手法により過去にカルデラ形成噴火を起こしたカルデラ

火山直下の地下構造を調べるとともに、地球物理及び地球化学的な観測手法の適用性について

検討を行う。また、現時点でカルデラ火山の観測手法として有効と考えられる火山性地殻変動

を解釈するためのシミュレーションモデルによる数値実験と実際に変動が生じているカルデ

ラの地殻変動観測を実施し、シミュレーションモデルによる再現検討を行う。2.3 のうち、2.3.1

カルデラ火山の地下構造調査(1)姶良カルデラの地下構造調査、2.3.2 火山性地殻変動とマグマ

活動に関する調査については、平成 31 年度から令和 2 年度にかけて実施した DPRI への委託

による成果 61、62 をまとめたもの、2.3.1 カルデラ火山の地下構造調査(2)阿蘇カルデラの地下構

造調査、2.3.3 カルデラ火山の地球化学的調査については、平成 31 年度から令和 2 年度にかけ

て実施した AIST への委託による成果 1、2 をまとめたものである。 

 

2.3.1 カルデラ火山の地下構造調査 

平成 30 年度までの調査 4 で、姶良カルデラの地震波観測による地下構造探査や MT 法によ

る阿蘇カルデラの地下構造探査が行われた。その結果、阿蘇カルデラにおいてはカルデラ周辺

を高密度で MT 法による観測を行うことで、概ね地下 10 km 付近の領域までは、マグマを示唆

する流体の蓄積の有無を評価することが可能な解像度で地下構造を調べることができること

が明らかになった。一方、10 km 以深では十分な解像度が得られなかった。また、姶良カルデ

ラでの観測では有効な地震波が十分に得られなかったため、解像度の高い地下構造を把握する

ためには観測を継続する必要があることも明らかになった。 

平成 31 年度からのプロジェクトでは、カルデラの地下構造の調査として、姶良カルデラに

ついて、カルデラ内の無人島や岩礁等への地震計の設置を検討し、観測点を増やすとともに、

地震波観測を引き続き実施する。また、地下 15 km 付近に観測された低速度領域の反射面を定

常的に捉える長期連続反射法探査を実施し、低速度領域の変化を捉えるための観測手法として

の有効性を検討する。また、阿蘇カルデラについて、10 km 以深の地下構造を把握するため長

周期のシグナルを安定して長期間観測できるネットワーク MT 法による観測を行う。 

 

(1) 姶良カルデラの地下構造調査 

①  姶良カルデラにおける地震波速度構造 

姶良カルデラは約 30 ka の巨大噴火によりカルデラ地形が形成されており、現在はその大部

分が海没している。一般的には、このようなカルデラ下の構造を探査するためには、海底地震

計などを用いた大規模な調査を行う必要があるが、姶良カルデラのように漁業等の経済活動が

継続的に行われている場所での調査は難しい。平成 30 年度までの調査 4 では、カルデラ内外の

陸域に地震計を設置し、自然地震を長期に観測することにより継続的な地下構造調査を行って

きた。観測開始から約 4 年間の自然地震を解析することにより、解像度 5 km の地震波速度構

造が得られた。 
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平成 31 年度からの調査 61、62 では、これまでの観測を継続するとともにカルデラ内に点在す

る無人島や岩礁へ地震計を設置し、自然地震波の観測数増加を試みる。また、過去の人工地震

波のデータも合わせて解析を行い、解像度 3 km の地震波速度構造を得る計画である。令和 2

年度までに得られたデータを基に解像度 4 km の地震波速度構造が得られた。その結果として

浅部の構造を図 2.3.1 に、10 km 以深の構造を図 2.3.2 に示す。解析に用いた地震波数は、自然

地震 P 波：15,212、自然地震 S 波：9,634、人工地震 P 波：3,121 で、地震波トモグラフィーイ

ンバージョンは八木原ほか 63 の方法を使用した。なお、詳細な解析方法については、DPRI に

よる委託研究成果報告書 61 を参照のこと。 

姶良カルデラ浅部には若尊カルデラに相当する場所に、深さ 1 km に S 波の低速度領域（-

25 %）と深さ 5 km（±2 km）に P 波の低速度領域（-10 %）がある。これらの低速度領域は、

過去の噴火の堆積物や活発な熱水活動に起因する軟弱層と熱水活動の熱源であると推定され

る。 

深部には、深さ 15 km（±2 km）に S 波の低速度領域（-30 %）があり、2.3.2 で後述する変

動力源の位置と整合する。この深部の低速度領域の体積は、現時点で得られている解像度から、

64～125 km3 と推定される。 

② 長期連続反射法探査 

地下 15 km 付近に観測された低速度領域の反射面を精度よく定常的に捉える長期連続反射法

探査について検討した。長期連続反射法地震探査では同一地点における長期にわたる繰り返し

発振による地震波応答を得る。長期連続反射法地震探査では定常的な同一地点の発振及び同一

地点における地震波観測がともに必要である。震源には震源距離 30～40 km の地表観測で十分

な振幅を示す地震波を発生させる能力が必要とされ、反復発振に耐える構造でかつ発生する地

震波形の再現性が高いことが要求される。 

これまでに、過去の人工地震探査のデータを基に探査手法の基礎検討として、人工的に地震

波を発生させる振源と人工地震波を検出する受振点に関する検討、姶良カルデラの反射面に関

する検討を行った。 

a 長期連続反射法の振源と受振点に関する検討 

まず、発振方法の検討を行った。一般に人工地震の振源として火薬による発破、圧縮空気に

よるエアガン発振及び油圧によるバイブレータ発振があるが、長期間の連続発振を考慮すると

火薬による発破は現実的ではない。そこで、圧縮空気によるエアガン発振及び油圧によるバイ

ブレータ発振について、既存の人工震源装置及びその観測記録等のデータを整理し、震源の透

過力やモニタリングへの適応性について検討した。 

その結果、当該地域では大型バイブレータ 4 台による 300 回以上の同時発振による重合で

も、10 を超える S/N 比を達成できず、十分な透過力を得られないことが判明し、バイブレータ

発振は本調査には適さない震源であると評価された。一方、総容量 6000 in3 のエアガン震源で

マグニチュードに基づき震源エネルギーを評価した結果、データのばらつきは大きかったもの

の、マグニチュードの平均値は、発破とエアガンでほぼ同じ値（約 1.2）となった。また、エア
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ガンの S/N 比は、単一のショット記録に関して、3～4 程度でオフセット距離に依らず良好な値

を示した。この S/N 比は、10 回以上の重合を実施する事により、容易に 10 を超える S/N 比を

達成できる事が判明し、火薬による発破に代替可能な唯一の震源であると考えられる。 

次に、受振点について検討した。地下からやってくる地震波を抽出することを目的とした観

測点の展開方法は 2 つある。1 つは発振点から放射方向の線上に観測点（受振点）を配列する

方法（以下、測線方式とする）、もう一つはある範囲のなかに 2 次元的に観測点を配列する方

法（以下、アレイ方式とする）である。測線方式は地下構造調査で多く採用される展開方法で、

地下からの地震波の走時と見かけ速度を発振点から連続的に検出することができ、測線直下の

大局的な構造を把握することができる。 

アレイ方式はある限定された範囲内に観測点を高密度に配置する展開方法で、ある地点にお

ける地震波の走時と見かけ速度に加えて、入射方向を知ることができる。すなわち、アレイ方

式では到来方向を 2 次元的に知ることができるので振源方向以外から到来する波を詳細に区別

することができることから、アレイ方式を採用することとした。 

b 姶良カルデラの反射面に関する検討 

姶良カルデラでは、2008 年に人工地震探査が行われている 64。その概要を図 2.3.3 に示す。 

井口ほか 64 の測線では 600 点の臨時観測点が展開され、震源では１点あたり 200 kg のダイ

ナマイトを用いた発破作業が実施された。この観測で得られたデータのうち、桜島火山を中心

とした鹿児島湾北部沿岸地域に展開された固有周波数 2 Hz 又は 4.5 Hz の上下動地震計を用い

た陸上臨時観測点と、固有周波数 4.5 Hz の上下動地震計を備えた海底地震計で取得されたデー

タを基に再解析を行った。その結果を図 2.3.4 に示す。 

今回の解析で推定された反射面の特徴としては、姶良カルデラ西部と東部では共通して深さ

10 km 付近に反射面が推定された。一方、姶良カルデラ東部は西部に比べて多くの反射面が推

定されており複雑であると言える。また、姶良カルデラ東部では 17～19 km の深さからの PP

反射が認められ、姶良カルデラ西部では深さ 20 km 付近からの PP 反射が認められた。確認さ

れたすべての PP 反射では極性反転が認められ、PS 変換反射では一部分に極性反転が認められ

る。このことから PP 反射は姶良カルデラ直下の地殻内部の負のインピーダンスコントラスト

の存在を反映していると考えられ、地殻内のマグマの存在を示している可能性がある。さらに、

本調査のターゲットである深さ 15 km（±2 km）の S 波の低速度領域に相当するエリアに深さ

13.6 km の反射面が推定されている。 

c 長期連続反射法探査の基礎実験観測 

前述 a、b の検討結果を基に、人工地震による基礎実験観測を行った。 

連続反射法探査のターゲットは姶良カルデラにある地震波低速度領域であることから、発振

源と観測点の関係はターゲットから等距離の直線上が理想である。発振源には姶良カルデラを

横断する距離でも地震波の到達が期待できるエアガンを採用し、微弱な地震波でも方位と強度

が得られる孔中地震計によるアレイ方式にて観測を行うこととした。図 2.3.5 に姶良カルデラ

における反射法探査の概要を示す。なお、本観測実験の目的は次年度以降から実施する連続観
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測の主要なパラメータを確認するための基礎データの取得であることから、発振出力の変動や

広範囲な地震計による計測、環境測定等に注力した。 

エアガンによる発振源は住吉池を利用した。住吉池は図 2.3.5（a）に示すように姶良カルデ

ラ北東に位置し、直径約 500 m で周囲は比高 50～100 m の急崖となり、閉鎖的で比較的静穏な

環境にある。また水深調査の結果、浮桟橋から 90 m の距離で 20 m 以上の水深が確保でき、エ

アガンによる発振に適していることが確認できた。ノイズの少ない桜島島内の山間部に孔中地

震計を図 2.3.5（b）のように配置し、アレイ観測を行った。発振は、一日当たり 8 時間、3 分

に 1 回のペースで行われた。 

観測実験の結果、桜島島内に設置された孔中地震計にて深さ約 13.6 km の PS 変換反射面に

相当すると考えられる反射波が観測された。詳細な解析方法については DPRI による委託研究

成果報告書 62 に記載されているが、次年度以降実施予定の長期連続反射法探査の有効性が示唆

された。 
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Figure 2.3.1 Seismic wave velocity structure in the shallow part of Aira caldera 

図 2.3.1 姶良カルデラ浅部の地震波速度構造 

出典）DPRI (2021)62  

図 2.3.2 姶良カルデラ深部の地震波速度構造 

Figure 2.3.2 Seismic wave velocity structure in the deep part of Aira caldera 

出典）DPRI (2021)62  
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図 2.3.3 姶良カルデラにおける 2008 年人工地震探査 

Figure 2.3.3 Artificial seismic survey at Aira caldera in 2008 

出典）DPRI (2020)61 

注)  ★：発破点、・：2 Hz 地震計、十：4.5 Hz 地震計、座標原点は京都大学黒神 GNSS

観測点（北緯 31 度 35 分 00.89879 秒, 東経 130 度 42 分 05.74741 秒） 
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出典）DPRI (2020)61 

図 2.3.4 姶良カルデラにおける 2008 年人工地震探査の再解析結果 

（姶良カルデラの地殻内反射体分布） 

Figure 2.3.4 Reanalysis results of 2008 artificial seismic survey at Aira caldera 

(Distribution of reflectors in the crust at Aira caldera) 

注) 図中の数値（km）は反射面の地表からの深さを記載 
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図 2.3.5 姶良カルデラにおける反射法探査の概要 

出典）DPRI (2021)62 に加筆 

Figure 2.3.5 Overview of seismic reflection survey at Aira caldera 
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(2) 阿蘇カルデラの地下構造調査 

阿蘇カルデラは、約 90 ka の巨大噴火により大規模なカルデラ陥没地形を形成しているが、

カルデラの周囲を含めて全て陸域に存在している。このため、広帯域 MT 法探査を実施するこ

とにより、短期間で地下構造を把握することが期待できる。平成 30 年度までの広帯域 MT 法

探査により概ね地下 15 km 付近までの高解像度 3 次元比抵抗構造が得られ、地殻上部のマグマ

供給系の経路を明らかにすることができた 65。一方、15 km 以深の地下構造を得るにはより長

周期のデータを長期間観測する必要があることに加え、同様の探査手法のままでは観測が難し

いことが示唆された。 

そこで、平成 31 年度以降の調査 1、2 では、長周期データの取得に有利なネットワーク MT 法

観測を実施し、15 km 以深の比抵抗構造を明らかにすることを目的としている。 

① ネットワーク MT 法の概念 

ネットワークMT法はUyeshima66によって応用開発された手法で、MT法を基礎としている。

MT 法は、地磁気の変動に伴って地中に誘導される地電流を観測して、地下の比抵抗構造を調

査する手法であり、非分極性電極を用いて直交する水平２成分の電位差を 10～100 m 程度の基

線で測定する。ネットワーク MT 法では、基線として電話回線の通信網を利用する。これによ

り、従来の基線長を長くすることが容易となり、高い S/N 比のデータの取得や安定した電位差

を長期間連続的な取得が期待できる。 

図 2.3.6 にネットワーク MT 法観測と測定機器配置の概念図を示す。電柱下部に埋設した電

極を電話回線（メタル回線）線に接続し、電話回線網を巨大な電極に見立て観測を行う。ただ

し、近年光ケーブルの普及によりメタル回線を使用しているエリアが減少しつつあるため、観

測はメタル回線を使えるエリアに限定される。 

② 阿蘇カルデラにおけるネットワーク MT 法観測 

阿蘇カルデラにおける平成 30 年度までの広帯域 MT 法探査で得られた 3 次元低比抵抗構造

と既往研究 68、69 で得られている地震波速度構造を図 2.3.7 に示す。 

阿蘇カルデラ内の中岳付近には、深度 6 km に中心をもつ球状の P 波の低速度領域が報告さ

れており 68、本調査で得られた低比抵抗構造と整合的である。一方、深度 8～15 km と 15～23 

km には S 波の低速度領域が報告されている 69 が、広帯域 MT 法探査では観測されていない。

そこで、ネットワーク MT 法による深部領域のシグナルの検出の可否を検討するため、過去に

阿蘇カルデラで観測されたネットワーク MT 法データを用いた解析を行った。その結果を図 
2.3.8 に示す。 

広帯域 MT 法探査の結果と比較して、深度 10～20 km における低比抵抗領域の位置や広がり

には差があるが、Abe69 らが報告した S 波の低速度領域に相当する低比抵抗領域は検出されて

いない。次に、地震波トモグラフィ解析によって推定された深度 15～23 km の S 波の低速度異

常領域 LB の領域に低比抵抗異常領域（深度 15～23 km の LB の領域）を置き、フォワード解

析を行った。その結果を図 2.3.9 に示す。 

各フォワード解析モデルの RMS 残差が最適モデル（図 2.3.8）の RMS 残差 1.25 から変化し
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ており、比抵抗異常が大きいほど RMS 残差が大きくなっていることから、ネットワーク MT

法探査により長周期のシグナルを長期間観測することにより、深度 20 km までの構造を探査し

うることを示唆している。 

上記の予備解析結果を基に、本調査で実施する阿蘇カルデラにおけるネットワーク MT 法探

査のための観測領域と観測のための基線配置を検討した。その結果を図 2.3.10 に示す。 

阿蘇カルデラを完全に覆うことが可能な 24 エリアでの観測を計画した。これまでに、カル

デラ内の 23 エリアの事前調査・整備を行い、そのうちの 7 エリアにおいて電位差観測を実施

した。また、取得したデータの初期的なデータ解析を随時行うとともに、磁場データに使用す

るための磁力計の保守作業も継続している。 
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図 2.3.6 ネットワーク MT 法観測と測定機器配置の概念図 

出典）上嶋(1995)67 より改訂 

Figure 2.3.6 Conceptual diagram of network MT observation and instrumentation 
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図 2.3.7 3 次元比抵抗構造モデルから得られた低比抵抗異常ブロック 

出典）Hata et al. (2018)65 

Figure 2.3.7 Low resistivity anomaly block obtained from 3D resistivity structure model 

注)  と ：MT 観測点、 

中央火口丘の火山、 

       ■：深度 15.5km に推定されたシル状の変動力源 70、 

：地震波トモグラフィー解析によって推定された深度 8～15km と

15～23km に分布する S 波の低速度異常領域 LA と LB69、 

●: 深度 6km に中心をもつ球状の P 波の低速度異常の領域 LS68 
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図 2.3.9 既存のネットワーク MT 法データ（1990 年代に測定）を使用して求めた 3 次元比抵

抗構造モデルに擬似低比抵抗領域を設定したフォワード解析結果 

Figure 2.3.9  Results of forward analysis with a pseudo-low resistivity region in a 3D resistivity 

structure model obtained using existing network MT data (measured in the 1990s) 

出典）AIST (2020)1 

図 2.3.8 既存のネットワーク MT 法データ（1990 年代に測定）の再解析結果 

Figure 2.3.8  Results of reanalysis of existing network MT data (measured in the 1990s) 

出典）AIST (2020)1 
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図 2.3.10 3 カ年計画で実施する電位差観測網（ネット）の分布 

Figure 2.3.10 Distribution of the potentiometric observation network (net) to be implemented in the 

three-year plan 

出典）AIST (2020)1  
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2.3.2 火山性地殻変動とマグマ活動に関する調査 

本調査 61、62 では、姶良カルデラにおいて地殻変動観測を実施するとともに、地殻変動とマグ

マの時空間変化の関係を検討するためシミュレーションモデルによる数値実験を行い、地表面

で観測される火山性地殻変動をカルデラ火山の地下構造と合わせて解釈するためのモデルを

構築する。また、水没したカルデラ内での地殻変動を観測する手法としてイタリア国立地球物

理学火山学研究所が行っている海底地殻変動観測手法について調査するとともに、姶良カルデ

ラに適用させ観測を開始する。 

 

(1) 地殻変動観測 

姶良カルデラ周辺では、1914 年に発生した噴火（以下、大正噴火という）以降、水準測量や

GNSS による地殻変動観測が行われている。観測は基本的にはカルデラ周辺の陸域で行われて

いる。大正噴火以降で比較的変化量が大きい場所は、姶良カルデラの西縁にある大崎ノ鼻

（BM2474）である。BM2474 の、姶良カルデラ外 BM2469（鹿児島市）に対する相対上下変動

の時間変化を図 2.3.11 に示す。 

大正噴火以降、姶良カルデラ周辺の地盤は隆起を続けていたが、南岳の東山麓から 0.18 km3

の溶岩を流出 71 した 1946 年の噴火では地盤が約 7 cm 沈降したと推定されている 72。これ以降

再び姶良カルデラ周辺の地盤は隆起を続け、1955 年から始まった南岳の山頂爆発活動では、爆

発の発生回数の少ない 1973 年まで顕著な隆起が見られたが、爆発回数が 200～400 回に達する

1974 年から 1992 年までの活動期には地盤の隆起が停滞するかやや沈降している。 

このように姶良カルデラで観測されている地盤の隆起・沈降は、桜島火山の活動と関連して

いることが示唆されている。 

本調査では、地殻変動と火山活動の関係を調べることを目的として、姶良カルデラ周辺及び

カルデラ内の地殻変動を詳細に把握するため姶良カルデラ内の無人島やカルデラ周辺の広域

な地殻変動観測を行っている。また、陸域よりも変動量が大きいと推定される海底下の観測に

ついても検討を行った。 

姶良カルデラ周辺の GNSS 観測点配置と海底地殻変動観測予定エリアを図 2.3.12 に、2.3.1

の調査で得られた地震波低速領域のエリアと合わせて示す。本研究においては、平成 27 年度

に導入した姶良カルデラ周辺の 10 台に加えて、カルデラ内の無人島に 3 台を設置し観測を行

っている。また、京都大学の既設観測点、国土地理院の電子基準点のデータも活用し地殻変動

観測を行っている。 

海底地殻変動観測については、次年度以降の設置・運用開始にむけ、錦江湾の気象、水深、

海底地質、海域の活動状況等を考慮して設置予定場所を選定した。また、観測機材や保安部品

等の仕様を決定し設置するブイの詳細設計段階に移行するとともに、施行方法についても検討

した。参考として、海底地盤変動観測装置の概略図を図 2.3.13 に示す。 
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図 2.3.11 姶良カルデラ西縁の BM2474 の BM2469（鹿児島市）に対する相

対上下変動の時間変化 

Figure 2.3.11 Temporal change of relative vertical variation of BM2474 at the western margin of Aira 

Caldera relative to BM2469 (Kagoshima City) 

出典）DPRI (2020)61 
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Figure 2.3.12 Location of GNSS stations around Aira caldera and planned observation area of 

seafloor crustal movement 

図 2.3.12 姶良カルデラ周辺の GNSS 観測点配置と海底地殻変動観測予定エリア 

出典）DPRI (2021)62 
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図 2.3.13 海底地盤変動観測装置の概略図 

Figure 2.3.13 Schematic diagram of submarine ground 

deformation monitoring system 

出典）DPRI (2021)62  
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(2) 姶良カルデラにおけるマグマ供給率の検討 

① 弾性体モデルによるシミュレーション 

これまでに、地殻変動データから姶良カルデラ内の変動力源やマグマ供給率が議論されてき

ている。Mogi73 は、大正噴火時の地盤沈降から変動力源を 10 km と制約している。井口ほか 74

は 1996-2007 年の期間における GNSS 変位の空間分布から変動力源の深さを～11 km と制約し

ている。Hickey et al.75 は、井口ほか 74 と同じ GNSS データを用いてさらに詳細な地形データや

地殻内弾性定数不均質をも考慮して、変動力源の深さを～13 km と制約した。 

本調査においても、茂木モデル 73 に基づいて姶良カルデラ下の変動力源の位置を仮定し、

MAKI- YOSI 間の GNSS の水平変動の変化（図 2.3.14 参照）から変動力源の体積変化量と火山

灰の放出量の和から積算マグマ供給量の時間変化（2010～2019 年：9 年間）をそれぞれ推定し

た。その結果を図 2.3.15 に示す。 

2010 年から 2019 年までの 9 年間で、密度を 2,500 kg/m3 とした場合、マグマの供給量は 65

×106 m3、1,000 kg/m3 とした場合は 95×106 m3 であるので、供給速度はそれぞれ、7×106 m3/年、

11×106 m3/年となる。密度を 1,000 kg/m3 とした場合でも、これまで報告されているマグマの供

給速度 1×107 m3/年と同程度である 76 ので、最近 100 年間のマグマの供給速度と同等か、それ

よりもやや少ないという評価になる。本解析では、火山灰の放出量も加味しマグマ供給量を推

定したが、実際の放出量との間で明瞭な相関関係は示唆されなかった。 

次に、GNSS による水平変位と水準測量（2016～2019 年）による上下変位と変動力源を姶良

カルデラと桜島南岳火口の 2 か所に仮定した変動力源解析を行った。本解析では、テクトニッ

クな定常的変動の影響と霧島火山の影響を補正した。テクトニックな定常的変動の影響の除去

は、各観測点の定常的変動を、固定点（霧島周辺及び桜島内の観測点を除外）との経度差及び

緯度差の 3 次多項式で近似することにより行った。霧島火山の影響補正については、変動力源

を茂木モデルの位置 77 に固定し、霧島周辺の 5 点を用いて体積変化量を求め、そこから予測さ

れる変位として除去した。また、水準測量による上下変位については、公開資料 78（水準測量

データ：実施時期：2016 年 11 月、2019 年 11 月）に基づいて変動量を算出した。 

解析の条件を以下に示す。 

 解析モデル 

2 つの球状変動力源（A と S）を仮定した茂木モデル（変動力源 A：姶良カルデラの中

心、変動力源 S：桜島南岳直下に固定） 

グリッドサーチによって観測値と予測値の残差の二乗和が最小になるパラメータを決

定 

 使用データ 

水準測量による鉛直変位データ（130 点）及び水準測量路線近傍の GNSS 測位による水

平変位データ（56 点） 

 グリッドサーチの範囲 

変動力源の水平位置：姶良カルデラの中心から東西南北 20 km の範囲で 0.1 km 刻み 
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変動力源の深さ：海面下 0-20 km の範囲で 0.1 km 刻み 

体積変化量：-20×106 m3 ～ 20×106 m3 の範囲で 103 m3 刻み 

茂木モデルによる変動力源解析の結果を図 2.3.16 に示す。 

姶良カルデラの変動力源 A は、深さ：11.2 km、体積変化量：15.2×106 m3、桜島南岳直下の

変動力源 S は、深さ：3.6 km、体積変化量：-0.8×106 m3 という結果が得られた。姶良カルデラ

の変動力源の体積変化率は 7.6×106 m3/yr となり、前述の変動力源の体積変化量と火山灰の放

出量の和から推定した値と同等であった。 

② 粘弾性モデルによるシミュレーション 

平成 30 年度までの研究 4 では、上部地殻へのマグマ供給とマグマ排出に対する線形マック

スウェル粘弾性地殻の応答の一般的な振る舞いを記述したモデルを構築し、姶良カルデラでの

地殻変動観測（図 2.3.11 参照）に適用してきた。その適用観測量は、これまで姶良カルデラの

変動として議論（水準測量データ）されてきた基準点 BM2474 における BM2469 に対する相対

変位量（鉛直変動）についてのみ注目していた。しかし、地表面の一点における上下変動観測

のみでは、粘弾性モデルパラメータを十分に制約しきれなかった。 

そこで、平成 31 年度からの研究 61、62 においては姶良カルデラ及びその周辺における鉛直変

動の時空間分布や、ごく限られた期間のみではあるが、GNSS 変位の水平変動も考慮して、粘

弾性モデルをさらに制約する。 

まず、大正噴火以降のマグマの供給率を全期間において一定と仮定した際の、姶良カルデラ

地殻変動を説明（RMS 残差が最小となるパラメータ：鉛直変異の観測量に対する予測値の差の

二乗）する粘弾性地殻の有効粘性率（ηc）、シル状マグマの直径（W）、定置深さ（D）を求めた。

それらのパラメータを用いて得られた鉛直相対変位（Ψ2474）の時間変化を図 2.3.17 に示す。 

ε（鉛直変位の絶対値）は W = 2 km、D = 11 km、ηc = 5×1018 Pa s の時に、最も小さな値（ε=2.14 

cm）を示した。ここで α は無次元定数で、膨張した変動力源のどれだけの体積量が、噴火時に

収縮するのかを規定するパラメータである；例えば、α = 1 の場合、時間 0 から膨張した変動

力源のすべての体積量が噴火時に収縮する。α = 10 の場合は、時間 0 から膨張した体積量の

10 %だけが噴火時に収縮することを示す。 

一方、1975 年以降の変動については変動力源の膨張率の時間変化を導入して、より詳細な解

析が必要であることがわかった。特に、1975～1997 年の期間における地盤変動や 1996～2007

年の期間における GNSS 変位の水平成分を説明できるモデルの構築が必要である。 

次に、6 つの時間間隔（1914～1934 年、1934～1960 年、1960～1967 年、1967～1974 年、1974

～1995 年、1995 年～）において定置位置を一定と仮定したシル状マグマ溜まりの大正噴火以

降の体積変化率と相対的なマグマ蓄積量を推定した。結果を図 2.3.18 に示す。 

地殻の粘性率にも依存するが、1018 Pa s のケースを除いた各期間における変動力源体積の変

化率は次のとおりである：9.0～9.3×106 m3/yr (1914～1934 年)、15.1～16.72×106 m3/yr (1934～

1960 年)、 2.0～2.9×106 m3/yr (1960～1967 年)、8.9～11.5×106 m3/yr (1967～1974 年)、-1.0～-

1.9×106 m3/yr(1974～1995 年)、6.9～10.6×106 m3/yr (1995 年～)。 
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本結果から地殻の粘性率の固有値を得ることはできなかったが、5×1018 Pa s～1020 Pa s に制

約することができた。地殻変動から推定される相対的なマグマ蓄積量は、地殻粘性率が低いほ

ど多く見積もられるが、値の幅は 4～5 割程度の増加である。 
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Figure 2.3.14 Time variation of horizontal distance between GNSS stations YOSI and MAKI 

図 2.3.14 GNSS 観測点 YOSI と MAKI の間の水平距離の時間変化 

出典）DPRI (2020)61  

注)  観測点 YOSI と MAKI の位置は右図に示す。赤丸は貫入体積の計算に用いた変動

力源の位置を示す。 
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図 2.3.15 姶良カルデラの中央部の変動力源への積算マグマ供給量の時間変化 

Figure 2.3.15 Time variation of integrated magma supply to the pressure source in the central part of 

Aira caldera 

出典）DPRI (2020)61 

注)  マグマ供給量の時間変化は密度を 2,500 kg/m3 と 1,000 kg/m3 とした場合につ

いて示す。火山灰放出量（棒グラフ）も併せて示した。 
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Figure 2.3.16 Pressure source analysis using the Mogi model (integration of horizontal and vertical 

displacements) 

図 2.3.16 茂木モデルによる変動力源解析（水平変位と鉛直変位の統合） 

出典）DPRI (2021)62  

注)  黒矢印：変位の観測値、 

赤矢印：モデルから予測される変位、 

A：姶良カルデラ下の圧変動力源の位置 
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図 2.3.17 鉛直相対変位の時間変化 

Figure 2.3.17 Time variation of vertical relative displacement 

出典）DPRI (2021)62  

注)  D = H = 11 km, W = 2 km, ηc = 5×1018 Pa s。 

(赤) α = 1、tc = 47 yr、Ω = 0.009 km3/yr、 

(青) α = 2、tc = 63.4 yr、Ω = 0.013 km3/yr、 

(緑) α = 5、tc = 90.3 yr、Ω = 0.022 km3/yr、 

(紫) α = 10、tc = 115.9 yr、Ω = 0.035 km3/yr。 

点線は大正噴火以降の弾性体モデルの振る舞い。 

モデルパラメータは最適粘弾性モデルに従う。 
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Figure 2.3.18 Volume change rate and relative magma accumulation in the sill-like magma reservoir 

since the 1914 eruption, assuming the fixed position is constant 

図 2.3.18 定置位置を一定と仮定したシル状マグマ溜まりの 1914 年噴火以降の体

積変化率と相対的なマグマ蓄積量 

出典）DPRI (2021)62  
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2.3.3 カルデラ火山の地球化学的調査 

平成 30 年度までに実施した調査 4 において、カルデラ火山のマグマ供給系の空間的広がり

とマグマ起源の揮発性物質（H2O、CO2、Cl、S 等の成分）のフラックスを検出する手法を検討

することを目的に、阿蘇カルデラにおいて深部流体（地下水やガス）の化学組成や同位体分析

を実施し、マグマの揮発性成分の化学形態や同位体濃度比等とマグマの種類（溶融過程若しく

は固化過程）を判別する指標となり得ることを示唆する調査結果が得られた。そのうえで、い

くつかのマグマの種別判定方法 46、54 の中で C/Cl 比を用いたマグマの状態推定手法の適用性を

中心に検討した。 

これらの結果を踏まえ、平成 31 年度からのプロジェクトでは、マグマ起源の揮発性物質の

フラックスの化学形態や同位体組成比等を用いた手法のマグマの種別判定に資する指標とし

ての適用性の検討を進めている。 

平成 31 年度からの研究 1、2 では、検討を行う対象は九重火山とした。その理由として、第一

に、九重火山は阿蘇カルデラに隣接しており相互のデータを利用した検討が行いやすいこと、

第二に、周囲に古い先九重火山があり、九重火山自体は最近の 10 万年間で西部から東部に活

動中心を移動している活動履歴を持つ。そのため、地下におけるマグマ活動の累積による問題

が少ないと考えられ、マグマの種別判定方法のうち C/Cl 法の適用性評価に適している火山の

一つと考えられることが挙げられる。平成 30 年度までの研究の結果、九重火山の活動期（年

代等）と C/Cl 比に関係あることがみえてきた。すなわち、火山活動期が古いほどその周辺の地

下水の C/Cl 比が低く、活動期が新しいほど C/Cl 比が高い傾向がある。ただし、採取した地下

水は湧水等であるので、地下水の流動によって火山体から離れたところに影響が出現する。そ

のため、地下水流動についても考慮したうえでマグマ起源成分の供給場所について検討したと

ころ、以下に示すマグマ溜まりの状態が推定された。 

1）活動期が 15ka より若い時期に関連する地下水は、C/Cl 比が 10-10,000 の範囲にあり、火

山活動史を考慮すると、マグマ溜まりは苦鉄質マグマの供給活動に相当すると推定される。 

2）活動期が 15～54 ka の期間では、C/Cl 比が 1-100 の範囲にあり、火山活動史を考慮する

と、マグマ溜まりでは、苦鉄質マグマの供給による珪長質マグマの発生・溶融状態にあると推

定される。 

3）活動期が 83 ka より古い時期及び先九重火山では、C/Cl 比が 0.01-10 の範囲にあり、火山

活動史を考慮すると、新しいマグマの供給がなく、過去に活動した苦鉄質もしくは珪長質マグ

マは固化している状態と推定される。 

次に、精度向上に向けた検討として、地下水の希土類元素組成の分析によるマグマの種別判

定方法を検討した。希土類元素を用いる利点として、他の化学成分に比べて深部から上昇する

マグマ起源熱水流体の履歴を保持している可能性があるためである。試料の採取はカルデラ火

山体内部だけでなく、その周辺も含めて行い、地下水の希土類元素組成を比較することで、地

下水に含まれるマグマ起源熱水流体を海水や天水から識別し、母岩あるいはマグマに関する情

報を得ることができる。これまでに希土類元素を測定するため、トリプル四重極 ICP-MS を導
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入し、地下水中にごく微量に溶存する希土類元素定量分析のルーチン化に向けて分析手法を構

築し、有効性を確認した。温泉水は、高マトリックス溶液である上、溶存する希土類元素はご

く微量（ppt～ppb レベル）であるため、高精度で多試料を測定するための装置の最適化及びス

パイク法を適用した。この分析手法を用いて C/Cl 比及び放射性塩素同位体比（36Cl/Cl 比）を

用いたマグマの種別・状態推定に関する知見が得られている阿蘇カルデラ及び周辺地域で採取

された地下水の定量分析を実施し、これまで 51 試料について希土類元素組成を測定した（代

表的な結果を図 2.3.19 に示す）。 

さらに、マグマ溜まり進化モデル（図 2.3.20 の図 A）に基づき各マグマ溜まりの状態に対応

する放出熱水の C/Cl 比と Cl/H2O 比について再検討した。溶融マグマが発泡し熱水流体が放出

された場合は、低い Cl/H2O 比、すなわち低い Cl モル濃度と高い C/Cl 比を持ち、地下でマグマ

固化に伴い放出された場合では、高い Cl モル濃度と低い C/Cl 比を持つ。さらに、珪長質マグ

マの発泡により放出される熱水流体は、苦鉄質マグマのそれよりも、Cl/H2O 比が数倍〜数十倍

高くなることが示唆され、地下水に混入するマグマ起源熱水の Cl モル濃度が推定できれば、

Cl/H2O 法として、熱水放出源が苦鉄質か珪長質かを区別できる可能性があることを理論的に確

認した。Cl/H2O 法を取り入れて、九重火山の地下水の分析結果をみると、理論的に導かれる

Cl/H2O-C/Cl のバリエーション（それぞれのマグマ溜まりの状態に対応した色のついた領域）

と分析結果とは調和的な傾向を示した（図 2.3.20 の図 B）。ゆえに、C/Cl 法のみを用いる場合

よりも Cl/H2O-C/Cl 法を組み合わせて用いた方がマグマ溜まりの状態の予測精度を向上させる

ことができる可能性が示された。 
 

  



 
 

71 
 

 

 

 

 

 

  

出典）AIST (2021)2 

図 2.3.19 阿蘇カルデラおよび周辺の水試料の代表的な希土類元素組成

（枯渇マントル値で規格化） 

Figure 2.3.19 Typical rare earth element composition of water samples from Aso caldera and 

surrounding area (standardized by the value of deplete mantle) 
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出典）AIST (2021)2 に加筆 

図 2.3.20 九重火山における Cl/H2O-C/Cl 法の適用の例 

Figure 2.3.20 Examples of application of Cl / H2O-C / Cl method at Kuju volcano 

図 B

図 B
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2.4 観測項目の検討及びそれらの関係についての考え方の検討 

上記の 2.1～2.3 の知見を基に、カルデラ火山の噴火の準備段階から噴火に至るまでのマグマ

プロセスのモデル・シナリオを作成する。具体的には、過去の火山活動の変遷、噴出物の組成

変化からマグマの蓄積過程（定置位置及び定置時間の変化）、噴火直前のマグマ定置位置及び

最小定置時間等の情報から、巨大噴火マグマのプロセス、噴火に至るシナリオを作成する。ま

た、カルデラの火山性地殻変動と地下構造の関係を基礎とする地殻変動モデルに基づき、地殻

変動に対する地下のマグマの上昇や貫入、蓄積速度の大幅な変化等に関する解釈を示し、カル

デラ火山の静穏な状態からの変化の有無を判断するための観測項目を、地球化学的な観測手法

も含めて検討する。そして、噴火に至るシナリオと観測項目とを合わせて現状評価の考え方を

提案する。 

 

2.4.1 過去に巨大噴火を起こした火山の噴火に至る準備過程の検討 

本調査・研究では、巨大噴火に至る準備過程として、火山活動の変遷を地質学的調査から理

解するとともに岩石学的な調査を基にしたマグマの化学組成、温度・圧力条件等の物理的化学

的条件の変遷を理解し、噴火に至るシナリオを検討している。 

これまでの調査で、支笏カルデラ、阿蘇カルデラ、姶良カルデラ等の活動履歴やそれに伴う

マグマプロセスが明らかになりつつある。例えば、支笏カルデラは約 40 ka の巨大噴火以前の

火山活動として、約 50～60 ka に VEI 5～6 クラスの比較的大きな 3 回の噴火を起こしている

（図 2.4.1）。阿蘇カルデラは約 120 ka の阿蘇 3 噴火以降、比較的小規模な噴火を繰り返し、約

90 ka の阿蘇 4 噴火に至っている（表 2.1.1）。姶良カルデラは、約 30 ka の入戸火砕流噴火以前

の活動として、約 90 ka の福山噴火を含め 9 回の噴火が確認されている（図 2.4.2）。 

これらの火山において確認された噴出物に着目すると、支笏カルデラでは先カルデラ期の活

動とカルデラ形成期を関連づける証拠は現時点では得られていない。一方、阿蘇カルデラでは、

阿蘇 3 噴火後に噴出したマグマは苦鉄質に変化し、阿蘇 4 噴火に向かって珪長質へと変化して

いることが示された。このことから、阿蘇 3 噴火によりマグマ供給系がリセットされ、その後、

珪長質マグマの蓄積を継続したと考えられる。なお、これらの推移は、層序関係から推定して

おり具体的な数値年代は得られていない。姶良カルデラは、阿蘇の場合とは異なり、約 90 ka

の福山噴火から珪長質マグマを噴出し続け入戸火砕流噴火に至っている。これらのマグマの全

岩化学組成、液相濃集元素である Y・Zr のトレンドは同一線上にあり（図 2.2.1）、入戸火砕流

噴火を起こしたマグマは福山噴火以降に蓄積を開始していたと解釈できる。 

このように、巨大噴火に至る準備過程を先カルデラ期火山活動の変遷と関連づける共通項を

見いだすことは難しい。一方で、巨大噴火で噴出するマグマは珪長質マグマであること、大量

のマグマを短時間で噴出し噴火後には大規模なカルデラ地形が形成される等、巨大噴火特有の

共通の現象がある。次に、珪長質マグマの蓄積過程や物理化学的条件の変遷を基に巨大噴火の

準備過程を整理した。 

これまでの調査で、前述の姶良カルデラ等いくつかの巨大噴火直前のマグマ溜まりの定置位
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置を推定するためのマグマの温度・圧力条件が得られ、その圧力条件から概ね 10 km 以浅に蓄

積していたと推定された。例えば、姶良カルデラでは、メルト包有物の含水量や斑晶鉱物の熱

力学的解析から推定した結果、温度・圧力条件は 740～770 ℃、100±50 MPa（深度 4±2 km）

と見積もられた。鬼界カルデラでは、メルト包有物の含水量と CO2 含有量から 868～917 ℃、

128±46 MPa（深度 5±2 km）と推定された。十和田カルデラの噴火エピソード N の温度・圧

力条件は、高温高圧実験により 850 ℃、170 MPa（1.7 kb）（深度 6 km）と推定され、メルト包

有物の含水量から推定した圧力条件約 100～156 MPa（深度 4~7 km）と類似した結果が得られ

ている。 

一方、定置時間については、支笏カルデラについて Opx 斑晶の Fe-Mg 元素拡散時間 80 から

推定された。Opx 斑晶の中心部累帯構造の Fe-Mg 拡散時間は、噴火ユニットによらず 100～

1,600 年と見積もられ、100～500 年あたりに集中する結果が得られている。姶良カルデラにつ

いては、Qtz 中の Ti の拡散速度 81 から見積もられ、最後のマグマ溜まり内の化学組成や温度・

圧力条件が変化してから噴出までは数年程度という短い時間スケールが得られている。 

現時点で巨大噴火の準備過程として得られている知見は限られているが、次のようなシナリ

オが考えられる。 

巨大噴火を起こす火山では、大規模なマグマ溜まりを地表から 4～10 km 程度の深さに形成

する。マグマ溜まりは単一とは限らず、複数のマグマ溜まりが生成し、何らかのトリガーでこ

れらが混合する、又は各マグマ溜まりが同時に噴出することにより、巨大噴火に至ると考えら

れる。マグマ溜まりの定置時間や変化については、知見の蓄積を継続した上で、議論する。 
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出典）AIST (2020)1   

図 2.4.1 支笏-洞爺地域の活動履歴 

Figure 2.4.1 Activity history of the Shikotsu-Toya region 
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出典）Geshi (2020)79 

図 2.4.2 姶良カルデラの活動履歴 

Figure 2.4.2 Activity history of Aira caldera 
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2.4.2 過去に巨大噴火を起こした火山の現状評価の検討 

国内にある過去に巨大噴火起こした火山の多くは、後カルデラの火山活動を伴っているため、

カルデラ近傍等で局所的な地殻変動が観測されるケースはあるが、地殻変動がカルデラ周辺を

含む広域に起こっているケースは少ない。 

本章では、広域な地殻変動が観測されている姶良カルデラにおいて、マグマ溜まりと推察さ

れる地震波低速度領域の体積を算出し、その体積変化を捉えることを目的とした長期連続反射

法探査の結果、カルデラ周辺及び海底下の地殻変動観測と地殻変動シミュレーションモデルに

よる解析を組み合わせて、地殻変動に対する地下のマグマの状態変化（上昇や貫入、蓄積速度

の大幅な変化等）に関する解釈を与える。さらには、地球化学的な観測手法も活用し、過去に

巨大噴火を起こした火山の現状評価を検討する。 

姶良カルデラでは、地下 11～15 km 付近に推定体積 100 km3 程度のマグマ溜まりが定置して

いると推定される。現在観測されている姶良カルデラの広域な地殻変動は、主にこのマグマ溜

まりの体積変化と考えられている。その主な理由は、1914 年の大正噴火や 1946 年の昭和溶岩

の噴火等桜島火山で起こったイベントと地殻変動が連動していることにある。 

姶良カルデラの現状評価としては、カルデラ内にマグマの蓄積と推定される低速度領域（100 

km3 程度）が観測され、その体積変化（又は上昇）に伴う地殻変動が観測されているものの、

2.4.1 の巨大噴火の準備過程である蓄積深度及び桜島火山噴出物の組成から推察して、巨大噴火

が差し迫っている状態ではないと考えられる。姶良カルデラの湧水を対象とした地球化学的な

調査により、蓄積しているマグマの種別（苦鉄質 or 珪長質）まで推定することが可能になれ

ば、カルデラ周辺の湧水変化と合わせてマグマ蓄積過程での組成変化も考慮することができる

と考えられる。 

現在、国内のカルデラ火山においてカルデラ周辺にまで及ぶ広域な地殻変動が観測されてい

る事例は報告されていない。今後、広域な地殻変動が観測されるような場合においては、シミ

ュレーションモデルによる変動力源の位置を推定するとともに、地下構造の探査を行う必要が

あると考えられる。 

現時点で、過去に巨大噴火を起こした火山のモニタリングにおいて、地殻変動、地震活動、

火山ガス等の一般的な観測項目以外に特筆するような項目は無い。むしろ、地殻変動観測によ

り、ある程度の規模のマグマ溜まりの変化を捉えうることを示す観測結果が姶良カルデラにお

いて得られている。さらに、反射法探査を組み合わせることにより 10～15 km 程度の深度でも、

その変化を観測することが期待できる。 
 

2.4.3 単成火山群の活動評価に関する考え方 

火山活動の長期的な火山活動の評価のうち、大規模火山を対象としたものではないものの、

中小規模火山である単成火山群に関する活動評価について考え方を整理する。 

2.1.3 で述べたように、単成火山の活動頻度の評価については、その特性に照らして確率論的

手法をはじめとするいくつかの方法論が存在するが、その多くは原子力発電所の運用期間に対
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して圧倒的に長い時間スケールを想定したものであり、本研究で対象としたい時間スケールで

の活動評価に用いることはできない。従って、ここでは、単成火山はどのように形成されてい

るのかという観点から、原子力発電所の火山影響評価に資する妥当な活動評価手法について検

討する。 

まず、なぜ富士山のように同じ火口から繰り返し噴火する複成火山ではなく、一度しか噴火

しない単成火山が形成されるのか、言い換えれば、なぜ火山の形態に違いが生じるのかを考え

る。単成火山か複成火山を問わず、火山が形成されるためには、マグマが噴出することが必要

である。地下深部で発生したマグマは、周りの岩石より密度が小さく、また液体であるため移

動しやすいことから、浮力によって地殻内を上昇する。この上昇メカニズムとして“ダイヤピ

ルによる上昇”82、83 などが考えられている。上昇したマグマは、一般的にはそれぞれのマグマ

の浮力に応じた浮力中立点においてマグマ溜まりを形成する 84。このマグマ溜まりがどのよう

な形態であるかが、最終的に噴出した際の火山の形態を左右することが知られており、それを

支配するのは、地殻内の差応力であると考えられる 34。具体的には、地殻における差応力が大

きい地域ほどマグマ溜まりが地下で板状に広がって岩脈となり、火道が分散するため単成火山

になりやすい。特に引張場で差応力が大きい地域では単成火山群を形成すると考えられる 85、

86。一方で差応力の小さい地域では火道が集中してパイプ状になり、複成火山が形成されると

考えられている。 

これらのことから、マグマが地上に噴出する際に“複成火山”的な振る舞いをするのか “単

成火山”的な振る舞いをするのかの違いは、地殻内の応力状態に依存して火道が集中する（複

成火山の形成）か、分散する（単成火山群の形成）かの違いに過ぎず、火山活動そのものを評

価するという観点では、火山の形態の違いに基づく活動可能性に関する議論は本質的ではない

ということができる。火山活動を評価するということは、言い換えれば、一連のマグマ活動を

評価するということになるので、“現時点で噴火履歴が 1 回のみである火山”の活動評価を行

うには、まず、その“火山”が周辺の火山を含めて“単成火山群”を構成していないかを確認

したうえで、“単成火山群”を一つの“複成火山”とみなして活動評価を行えば、火山活動場と

して活動の妥当な評価ができるものと考えられる。一方、ある“現時点で噴火履歴が 1 回のみ

である火山”が“単成火山群”を構成していない、もしくは現時点での研究では不明の場合、

活動を開始して間もない同じ火口から繰り返し噴火する“複成火山”に進展する可能性もある。

この場合は、現時点の知見では、複成火山の寿命や類似ケースを参照しながら評価することが

考えられる。なお、火山の寿命についても現時点の知見で精緻な議論をすることは難しいが、

多くの複成火山においては、火山地形の観点から数万～数十万年 87、地質学的・岩石学的研究

から検討された火山発達史の観点からは 50～60 万年以下の活動期間 88 を持つことが解ってき

ている。一方、単成火山群については、例えば、横田単成火山群では、約 2.2 Ma～約 1 Ma の

約 120 万年間の活動期を持ち、間欠的ながらほぼ連続的に噴火が起こっていることが報告され

ている 89。また、前述のハンガリーの Bakony–Balaton Highland Volcanic Field では、6 回の活動

期のうち最長のものは約 110 万年間と報告されており 36 、複成火山と比較すると最長で数倍
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程度の活動期間となる可能性がある。 

いずれにせよ、火山活動評価においては、単成火山か複成火山かを焦点に評価を行うのでは

なく、対象火山の過去の活動履歴を可能な限り正確に把握したうえで、火山の寿命を参照する

とともに将来の活動可能性を評価するためには、地下のマグマの状態を把握することが重要と

なると考える。 
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3. 結論 

3.1 成果の要点 

本プロジェクトでは、巨大噴火を起こした火山を中心に、過去の大規模噴火に至るまでの準

備・開始プロセスについての知見を蓄積し、過去に巨大噴火を起こしたカルデラ火山の長期的

な活動を評価すると共にマグマ・火山活動に関するデータを蓄積し、火山活動を捉えるための

観測項目の検討及びそれらの関係についての考え方を検討するため、平成 31 年度から令和 5

年度まで実施期間において火山影響評価技術に関する安全研究を実施している。各研究実施項

目において令和 2 年度までに以下の成果を得た。 

 

(1) 地質学的手法による火山噴火準備及び進展過程に関する調査・研究 

過去の火山活動に関する詳細な噴火履歴を調べ、噴火進展プロセス等の火山の特性について

知見を蓄積するため、噴出物の分布や層序を地質調査やボーリング調査から詳細に解析し、姶

良カルデラ、洞爺・支笏火山エリア及び阿蘇カルデラでの調査・研究を行った。その結果、巨

大噴火に至る過程で、珪長質マグマが巨大噴火の数千年前から断続的に噴出するパターン（入

戸火砕流噴火）1、2、巨大噴火の直前に断続的に噴出するパターン（阿蘇 4 噴火）1、2、巨大噴

火直前には噴出しないようなパターン（洞爺噴火）1、2 が先行研究での知見と併せて検討したこ

とで認識できた。 

また、降灰時の火山灰の空間密度、凝集効果と粒径に関する特性を地質調査や観測から詳細

に解析し、降灰時のプロセス等の知見を蓄積するため、桜島火山において降灰中の火山灰の観

測、樽前火山において噴出物を対象に地層に挟在する火山噴出物の調査を行った。その結果、

観測において、火山灰粒子の多くが凝集して降下していたと考えられるケースが認められ、地

質調査においても火山灰が凝集して降下したと考えられるケースが認められた。これらのこと

から、降灰時の火山灰の凝集は、降下火砕物の影響評価の際の留意事項として認識しておく必

要がある。 

また、単成火山の活動評価に資する知見を蓄積するため、活動頻度の評価の方法論及び単成

火山の形成及び活動履歴に関する文献調査を行い、大規模カルデラとの違いについて整理した。 

 

(2) 岩石学的手法によるマグマプロセスに関する調査・研究 

過去に巨大噴火が発生した火山がその噴火に至るまでのマグマプロセスを解明するための

岩石学的な調査として、マグマの温度・圧力条件や組成の変化からマグマの時空間変化を調べ、

噴火の準備段階におけるマグマ状態の変化（深さ、滞留時間）に関する知見を蓄積するため、

姶良カルデラ、洞爺・支笏火山エリア、十和田カルデラ、阿蘇カルデラ及び鬼界カルデラでの

調査・研究を行った。その結果、巨大噴火に関連するマグマ溜まりの温度は、740～770 ℃（姶

良）1、2、810 ℃以上ないし 890 ℃以上（鬼界）1、2、圧力条件は、50-150 MPa（姶良）1、2、100-

230 MPa ないし 110-190 MPa（鬼界）1、2 が得られ、マグマ溜まりの深さとしてはいずれも深さ

10 km より浅い位置に形成していたことが示唆された。 
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また、カルデラ噴火によってマグマ溜まりが入れ替わるケースないしカルデラ噴火自体に異

なるマグマ溜まりが関与したケースが時空間変化から確認された。 

 

(3) 地球物理及び地球化学的手法による観測手法に関する調査・研究 

カルデラ火山の観測手法に関する知見を蓄積するため、地震波速度構造探査、反射法探査、

ネットワーク MT 法による地球物理学的手法、地殻変動シミュレーション及び深部流体等の分

析手法に基づく地球化学的手法の調査・研究を実施した。その結果、これまで蓄積した姶良カ

ルデラでの地震波観測データから解像度 4 km の地震波速度構造が得られ、S 波低速度領域の

体積推定の精度が向上した 61、62。また、人工地震による反射法探査の基礎実験においてターゲ

ットとする深さからの反射波が得られ、長期連続反射法探査の有効性を確認した 61、62。地殻変

動とマグマの時空間変化の検討として、1975 年以降のシミュレーションによる体積変化率を検

討した 61、62。ネットワーク MT 法については阿蘇カルデラにおいてその有用性の検討と予備解

析を行い、今後の観測計画を検討した 1、2。地球化学的手法については、これまでマグマの種

別判別方法の一つとして提案されている C/Cl 法に、希土類元素組成分析等を組み合わせた方

法を検討した 1、2。 

 

(4) 観測項目の検討及びそれらの関係についての考え方の検討 

上記の(1)～(3)の知見に基づいて、過去に巨大噴火を起こした火山の噴火に至る準備過程の

検討、過去に巨大噴火を起こした火山の現状評価の検討及び単成火山群の活動評価に関する考

え方の検討を行った。 
 

3.2 目的の達成状況 

本研究プロジェクトの 4 つの目的に対して、令和 2 年度までに上記の通りの成果を得た。具

体的な達成状況は以下のとおりである。 

 

(1) 地質学的手法による火山噴火準備及び進展過程に関する調査・研究 

姶良カルデラ、洞爺・支笏火山エリア及び阿蘇カルデラにおいて、噴出物の分布や層序を地

質調査から詳細に解析し、噴火進展プロセス等の火山の特性について知見のいくつかを蓄積で

きた。また、降下火山灰に対する地質調査や観測から、降灰時の火山灰の空間密度、凝集効果

と粒径に関する特性に関する知見のいくつかを蓄積できた。 

 

(2) 岩石学的手法によるマグマプロセスに関する調査・研究 

姶良カルデラ、洞爺・支笏火山エリア、十和田カルデラ、阿蘇カルデラ及び鬼界カルデラの

噴出物を研究対象として、マグマの温度・圧力条件や組成の変化からマグマの時空間変化を調

べ、噴火の準備段階におけるマグマ状態の変化（深さ、滞留時間）に関する知見のいくつかを

蓄積できた。 
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(3) 地球物理及び地球化学的手法による観測手法に関する調査・研究 

姶良カルデラを研究対象として、地震波速度構造の解像度の向上、長期連続反射法探査の有

効性が確認できた。また、地殻変動シミュレーションでの検討を進めた。地球化学的手法に関

しては、マグマ種別判別方法の精度向上を図った。 

 

(4) 観測項目の検討及びそれらの関係についての考え方の検討 

上記の(1)～(3)の知見に基づいて、過去のカルデラ火山の長期的な活動を評価すると共に観

測項目の検討及びそれらの関係についての考え方が整理できはじめた。 
 

3.3 成果の公表等 

3.3.1 原子力規制庁の職員が著者に含まれる公表 

(1) その他 
① 広井良美、安池由幸「十和田火山八戸噴火のマグマ溜まりの温度圧力条件の推定」、日本火

山学会 2020 年秋季大会 神戸大学、令和元年 9 月（一部前フェーズの成果を含む） 

② 西来邦章、永田直己、広井良美「等層厚線図を利用したテフラの初生粒径分布の推定手法

の検討」、日本火山学会 2020 年秋季大会 神戸大学、令和元年 9 月（一部前フェーズの成

果を含む） 

③ 佐藤勇揮、広井良美、宮本 毅、「十和田火山におけるマグマ活動史：その 1 カルデラ形成

期の岩石学的検討」、日本火山学会 2020 年秋季大会 オンライン、令和 2 年 10 月 

④ 広井良美、佐藤勇揮、宮本 毅、「十和田火山におけるマグマ活動史：その 2 カルデラ形

成期の中規模噴火」、日本火山学会 2020 年秋季大会 オンライン、令和 2 年 10 月 

 

3.4 成果の活用等 

現在は、本プロジェクトの中間段階であり、今後、成果を公表論文にすることで、原子力発

電所の火山影響評価ガイドへの追記・改定等の活用が期待される。 

 

3.5 今後の課題等 

本研究は平成 31 年～令和 5 年まで継続する予定であり、現在で 2 年目が終了した。引き続

き図 1.3.1 に示す全体行程表に従って各項目の知見を蓄積する予定である。 

地質学的手法による火山噴火準備及び進展過程に関する調査・研究では、姶良カルデラ、洞

爺・支笏火山エリア、阿蘇カルデラ等の調査を継続し、巨大噴火に至る長期的なマグマシステ

ムの発達や、巨大噴火自体の推移及びその時間スケールを制約するための知見の蓄積に資する。

また、阿寒カルデラについては、R2 年度に取得したボーリングコアの分析を行う。 

降灰プロセス等に関する知見の蓄積については令和 3 年度まで観測を継続し、その成果を取

りまとめるとともに、地質調査による成果と併せて降灰濃度の推定において凝集の効果を評価
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項目として挙げる必要があるかどうかの判断を行う。 

岩石学的手法によるマグマプロセスに関する調査・研究では、姶良カルデラ、洞爺・支笏火

山エリア、阿蘇カルデラ等の調査・研究においてマグマ滞留時間等の時間スケールの知見の取

得を行うとともに、令和 3 年度にはマグマの成因ついての基礎的な検討に着手する予定である。 

地球物理及び地球化学的手法による観測手法に関する調査・研究では、地震波速度構造の解

像度の向上（3 km）、長期連続反射法探査及びネットワーク MT 法観測の実施、マグマ種別判

別手法の検討を行い、カルデラ火山の観測手法に関する知見の蓄積に資する。また、十和田カ

ルデラの MT 法探査に着手し低比抵抗構造の検討を行う。 

これらの調査・研究の成果に基づき、観測項目の検討及びそれらの関係についての考え方を

取りまとめる。 
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